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はじめに 

１ 背景 

  我が国が直面する人口減少という課題に取り組み、将来わたって活力ある日本社会を維

持していくことを目指し、「国民一人ひとりが夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生活を安

心して営むことができる地域社会の形成、地域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保及

び地域における魅力ある多様な就業の機会の創出を一体的に推進する（以下「まち・ひと・

しごと創生」という。）ため、平成 26 年 11 月に「まち・ひと・しごと創生法」が制定され

ました。 

  この法律に基づき、同年 12 月に国は「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」を策定、

日本の人口の現状と将来の姿を示し、人口減少をめぐる問題に関する国民の認識の共有を

図るとともに、今後、目指すべき将来の方向を提示しました。さらに、「まち・ひと・しご

と創生総合戦略」を策定し、「政策 5原則」や「4つの基本目標」を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本的な考え方と政策 5 原則 

１ 基本的な考え方 

 （１）人口減少と地域経済縮小の克服 

   ・本格的な人口減少時代の到来、地方と東京圏の経済格差による人口の一極集中 

   ・「人口減少が地域経済の縮小を呼び、地域経済の縮小が人口減少を加速させる」という負のスパイラルの発生 

   ・人口減少克服・地方創生のために、3つの基本的視点から取り組むことが重要 

  ① 東京一極集中を是正する。 

  ② 若い世代の就労・結婚・子育ての希望を実現する。 

  ③ 地域の特性に即して地域課題を解決する。 

（２）まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立 

   ・「まちの創生」：地方で安心して暮らせるよう、各地域の特性に即した課題の解決 

   ・「ひとの創生」：若者の地方での就労や地方への移住を促進するとともに、結婚・出産・子育てへの間断ない支援 

   ・「しごとの創生」：若い世代が安心して働くことのできる「雇用の質」を重視した取組 

２ 政策５原則 

 （１）自立性 

     構造的な問題に対処し、地方公共団体、民間事業者、個人等の自立につながる。 

 （２）将来性 

     地方が自主的かつ主体的に、夢を持って前向きに取り組むことを支援する。 

 （３）地域性 

     各地域の実態に合った施策を支援。国は支援の受け手側の視点に立って支援。 

 （４）直接性 

     最大限の成果をあげるため、直接的に支援する施策を集中的に実施する。 

 （５）結果重視 

     PDCA メカニズムの下、具体的な数値目標を設定し、効果検証と改善を実施する。 
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２ 三沢市人口ビジョン及び総合戦略の策定 

  本市においては、「まち・ひと・しごと創生法」が制定されたことに伴い、将来の人口減

少問題に対して、庁内の意識共有や施策の横断的・戦略的な事業展開を図るため、市長を

本部長、副市長を副本部長とし、教育長、各部長等を構成員とする「三沢市まち・ひと・

しごと創生本部（以下「創生本部」という。）」を設置し、国の長期ビジョン及び総合戦略

を踏まえながら、人口減少問題に取り組むため、本市の人口現状と将来の展望を提示する

「三沢市人口ビジョン」を策定し、今後５か年の目標や施策の基本的方向と具体的な施策

をまとめた「三沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「三沢市総合戦略」という。）」

を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

まち・ひと・しごと創生法（抄） 

第十条 市町村（特別区を含む。以下この条において同じ。）は、まち・ひと・しごと創生総合戦略（都道府県

まち・ひと・しごと創生総合戦略が定められているときは、まち・ひと・しごと創生総合戦略及び都道府県

まち・ひと・しごと創生総合戦略）を勘案して、当該市町村の区域の実情に応じたまち・ひと・しごと創生

に関する施策についての基本的な計画（次項及び第三項において「市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略」

という。）を定めるよう努めなければならない。 

２ 市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 市町村の区域におけるまち・ひと・しごと創生に関する目標              

二 市町村の区域におけるまち・ひと・しごと創生に関し、市町村が講ずべき施策に関する基本的方向 

三 前二号に掲げるもののほか、市町村の区域におけるまち・ひと・しごと創生に関し、市町村が講ずべき

施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ （略） 
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３ 総合振興計画との関係 

  三沢市総合戦略は、三沢市総合振興計画後期基本計画（平成 25～29 年度）との整合を図

って策定するするとともに、今後の総合計画へ反映させてまいります。 

 

 

 

４ 取組の期間 

  三沢市総合戦略の期間は、平成 27 年度（2015）から平成 31 年度（2019）までの５年間

とします。 

  また、ＰＤＣＡにより取り組みの状況を検証しながら施策の改善が必要となった場合な

ど、必要に応じて年度ごとに改訂を行うこととします。 

 

※ＰＤＣＡ：Plan-Do-Check-Action の略称。Plan（計画）Do（実施）Check（評価）Action（改善）の４つの視点をプロセスの

中に取り込むことで、プロセスを不断のサイクルとし、継続的な改善を推進するマネジメント手法のこと。Plan-Do

として効果的な総合戦略の策定・実施、Check として総合戦略の成果の客観的な検証、Action として検証結果を

踏まえた施策の見直しや総合戦略の改定を行う。 

 

 

 

５ 取組体制とＰＤＣＡの確立 

  まち・ひと・しごと創生を効果的・効率的・継続的に推進していくためには、住民、Ｎ

ＰＯ、関係団体や民間事業者等の参加・協力が重要であることから、住民をはじめ、産業

界・関係行政機関・教育機関・金融機関・労働団体・メディア等（産官学金労言）で構成

する「三沢市総合戦略推進会議（以下「推進会議」という。）を設置します。 

  また、５年後の数値目標、基本目標を達成するための各施策の進捗状況を検証するため

の重要業績評価指数（ＫＰＩ：Key Performance Indicator）を設定し、施策・事業の効果

を毎年検証し、必要に応じて総合戦略を改訂するという一連のプロセスを確立します。 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 三沢市人口ビジョン 
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第１章 三沢市人口ビジョン 

１ 国の長期ビジョンの概要 

 

国では、人口減少は国家の根本に関わる問題であるとの基本認識のもとに、50 年後に１億

人程度の人口を維持することを目指した将来展望が示されています。 

今後の基本戦略としては、国民、特に若い世代の「就労や結婚・出産・子育ての希望の実

現」、「東京圏への人口の過度の集中の是正」、「地域の特性に即した地域課題の解決」に対す

る中長期的な政策目標を掲げ、継続的に取り組むことが必要であると提示されています。 

 

 

図 我が国の人口の推移と長期的な見通し 

○社人研「日本の将来推計人口（平成 24 年 1 月推計）」（出生中位（死亡中位））による

と、2060 年の総人口は約 8,700 万人まで減少すると見通されている。 

○仮に、合計特殊出生率が 2030 年に 1.8 程度、2040 年に 2.07 程度（2020 年には 1.6 程

度）まで上昇すると、2060 年の人口は約 1億 200 万人となり、長期的には 9,000 万人

程度で概ね安定的に推移するものと推計される。 

○なお、仮に、合計特殊出生率が 1.8 や 2.07 となる年次が５年ずつ遅くなると、将来の

定常人口が概ね 300 万人程度少なくなると推計される。 
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２ 三沢市の人口の現状分析 

（１）人口の推移 

①人口・世帯数の推移 

本市の国勢調査による人口は、長期的にみて横ばい傾向にあり、昭和 60 年に 40,000 人を

超え、平成 12 年では 42,000 人に達し、その後は微減し、平成 22 年では 41,258 人となって

います。 

世帯数は増加傾向にあり、平成 22 年では 16,211 世帯となっています。 

 

図 人口・世帯数の推移 

 

資料：国勢調査 
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②年齢階級別人口の推移 

本市の年齢３区分別の人口をみると、生産年齢人口（15～64 歳）は昭和 60 年をピークに

減少傾向に転じています。また、老年人口(65 歳以上)は平成 17(2005)年から年少人口(0～14

歳)を上回り、平成 22 年では老年人口比率が 20.3％と２割を超えています。 

 

図 年齢３区分別人口の推移 

 
 

図 年齢３区分別人口の割合の推移 

 

資料：国勢調査 

※「年齢不詳」があるため、構成比の合計が 100％にならない年次がある。 
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３ 人口動態 

（１）自然動態（出生・死亡） 

①出生・死亡数の推移 

本市の出生・死亡数の推移をみると、長期的には平成 25 年を除き、出生数が死亡数を上回

る「自然増」の状況が続いています。 

出生数は平成 18 年、平成 19 年では 500 人を超えていましたが、近年では減少し、400 人

台となっています。 

一方、死亡数は緩やかな増加傾向にあり、平成 24 年には 400 人を超えています。 

 

図 出生・死亡数の推移 

 

資料：住民基本台帳人口 

 

②合計特殊出生率の推移 

本市における一人の女性が一生に産む子どもの人数である「合計特殊出生率」について、

長期的な推移をみると、昭和 63 年～平成４年の 2.07 から平成 20 年～平成 24 年の 1.79 では

0.28 ポイント減少しています。 

また、本市の合計特殊出生率は全国平均、県平均を上回る傾向にあります。 

 

図 合計特殊出生率の推移 
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③未婚率 

本市の年齢階層別未婚率においては、平成 22 年では男性の 30～34 歳で約 42％、35～39 歳

で約 31％と増加傾向となっており、女性では 25～29 歳で約 46％と増加傾向にあり、平成２

年と比較して 15 ポイント以上増加しています。 

本市の未婚率を全国平均、県平均と比較すると、男性、女性ともに本市の方が下回ってい

ます。 

図 三沢市の年齢階層別未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 青森県の年齢階層別未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 全国の年齢階層別未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査から作成 

※未婚率：各年齢層の配偶関係未婚の人数／各年齢層の総数 
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（２）社会動態（転入・転出） 

①転入・転出数の推移 

本市の転入・転出の動きをみると、長期的には平成 20 年を除き、転出数が転入数を上回り、

転出超過の状況が続いています。 

平成 26 年では転入数 2,227 人に対し、転出数が 2,672 人で社会動態は 445 人の減少となっ

ています。 

 

図 転入・転出数の推移 

 

資料：住民基本台帳人口 
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②年齢階級別人口移動の推移 

昭和 55（1980）年以降の純移動数を推計し、年齢別・男女別の長期的動向を比較すると、

以下のような特徴がみられます。 

 

図 年齢階級別人口移動（純移動数）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査をベースに作成（総務省提供資料） 
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25～29 歳の転入超過。 

15～19 歳の転出超過。 

25～29 歳の転入超過。 

近年では縮小傾向。 

15～19 歳、20～24 歳の転出超過。 

　　2005→2010年の0～4歳→5～9歳の純移動数＝2010年の5～9歳人口－2005年の0～4歳人口×2005→2010年の0～4歳→5～9歳の生残率
① ②

※男女5歳階級別の純移動数は，「国勢調査」人口と各期間の生残率を用いて推定した値。例えば，2005→2010年の0～4歳→5～9歳の純移動数は，下
のように推定される。

生残率は厚生労働省大臣官房統計情報部「都道府県別生命表」より求めている。②は人口移動がなかったと仮定した場合の人口を表しており，実際の
人口（①）から②を差し引くことによって純移動数が推定される。
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③地域別人口移動（日本人移動者） 

本市への転入転出の状況をみると、主な転入元・転出先は県内では八戸市、六戸町、おい

らせ町、県外では東京都、埼玉県などとなっています。 

年齢別では転入、転出ともに、20 歳代、30 歳代の動きが目立っています。 

 

表 地域別年齢別人口移動（日本人移動者） 

 
資料：住民基本台帳人口移動報告（平成 26 年） 

  

総数
0～9
歳

10～
19歳

20～
29歳

30～
39歳

40～
49歳

50～
59歳

60歳
以上

不詳/
その
他

総数
0～9
歳

10～
19歳

20～
29歳

30～
39歳

40～
49歳

50～
59歳

60歳
以上

不詳/
その
他

1,962 270 191 566 488 255 110 81 1 2,445 418 261 600 582 337 152 95 0

146 27 10 29 50 21 6 2 1 135 26 9 34 28 22 8 8 0

780 104 55 227 195 97 55 47 0 893 158 69 238 221 101 63 43 0

青森市 95 8 4 38 18 12 11 4 0 95 16 10 31 13 12 9 4 0

弘前市 22 1 2 6 4 6 1 2 0 28 2 2 7 6 4 2 5 0

八戸市 139 26 5 46 33 13 9 7 0 159 25 14 48 41 19 9 3 0

十和田市 69 8 7 19 19 4 5 7 0 74 11 2 26 21 5 3 6 0

むつ市 28 3 2 7 6 6 2 2 0 31 5 1 5 9 4 7 0 0

つがる市 17 2 3 3 5 4 0 0 0 12 0 0 3 2 4 3 0 0

野辺地町 18 3 0 4 6 4 0 1 0 13 1 0 6 4 0 1 1 0

七戸町 21 2 1 9 7 0 1 1 0 16 2 3 3 7 0 1 0 0

六戸町 37 3 2 10 6 8 2 6 0 117 29 9 19 31 15 9 5 0

東北町 52 5 5 12 17 8 3 2 0 36 5 0 11 10 5 2 3 0

六ケ所村 62 9 5 16 19 9 2 2 0 46 10 2 18 9 3 2 2 0

おいらせ町 130 21 13 36 30 12 9 9 0 213 40 20 50 52 28 9 14 0

三戸町 14 2 1 5 2 0 3 1 0 5 2 1 0 2 0 0 0 0

南部町 19 3 3 4 1 5 2 1 0 2 0 0 1 0 1 0 0 0

その他の市町村 57 8 2 12 22 6 5 2 0 46 10 5 10 14 1 6 0 0

46 4 1 17 10 7 2 5 0 69 10 12 23 11 5 6 2 0

77 10 3 27 19 15 3 0 0 120 13 15 29 25 19 11 8 0

36 11 3 8 11 2 1 0 0 45 10 4 9 18 2 2 0 0

9 1 1 3 4 0 0 0 0 16 4 3 4 3 2 0 0 0

11 0 2 1 3 3 2 0 0 19 1 2 5 3 5 3 0 0

40 7 1 9 14 7 1 1 0 65 15 10 6 21 8 2 3 0

7 0 0 1 2 0 3 1 0 10 0 2 3 2 1 1 1 0

164 10 45 62 23 15 6 3 0 175 23 32 42 36 23 14 5 0

35 9 1 8 11 3 2 1 0 65 7 10 18 13 11 4 2 0

152 17 12 43 36 27 9 8 0 252 34 32 74 48 47 12 5 0

55 6 5 13 9 9 4 9 0 98 13 20 34 14 6 2 9 0

404 64 52 118 101 49 16 4 0 483 104 41 81 139 85 24 9 0

※　網掛け部分は100人以上の箇所

転入 転出

総　数

北海道

青森県

その他の県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県
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④流入・流出人口の推移（通勤・通学） 

平成 22 年の国勢調査における流入流出人口（通勤・通学者の動向）をみると、本市の流入

人口は 6,939 人、流出人口は 5,543 人の流入超過となっています。 

近隣市町村との人口の動きをみると、八戸市、十和田市、六戸町、東北町、六ヶ所村、お

いらせ町との動きが目立っています。 

 

表 市町村別流入・流出人口 

 

 

  

総数 就業者 通学者 総数 就業者 通学者

総数 6,939 6,115 824 5,543 4,748 795

県内総数 6,859 6,035 824 5,448 4,663 785

青森市 51 49 2 62 40 22

弘前市 12 12 0 7 2 5

八戸市 795 737 58 1,204 773 431

五所川原市 5 5 0 2 2 0

十和田市 1,119 976 143 723 546 177

黒石市 5 5 0 0 0 0

むつ市 9 9 0 8 8 0

つがる市 3 3 0 1 1 0

野辺地町 89 49 40 42 25 17

七戸町 246 193 53 66 62 4

六戸町 794 720 74 420 366 54

東北町 851 681 170 224 224 0

六ヶ所村 128 108 20 1,576 1,564 12

おいらせ町 2,567 2,323 244 1,037 979 58

東通村 10 10 0 12 12 0

五戸町 91 75 16 32 27 5

南部町 32 32 0 8 8 0

階上町 17 17 0 3 3 0

その他の市町村 35 31 4 21 21 0

県外総数 80 80 0 95 85 10

北海道 13 13 0 19 17 2

岩手県 18 18 0 14 9 5

宮城県 4 4 0 7 6 1

その他の都府県 45 45 0 55 53 2

資料：国勢調査（平成22年）

流入(人） 流出（人）
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図 人口の流入状況 

 

 

図 人口の流出状況 
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４ 三沢市の将来人口の推計 

（１）将来人口の推計 

①総人口・年齢３区分別人口の推計 

本市の将来人口は、国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）の推計に準

拠するものによると、平成 42 年（2030）には 36,050 人、平成 52 年（2040 年）には 32,893

人まで減少すると予測されています。 

また、少子高齢化が進展し、平成 52（2040）年には老年人口比率が 34.7％まで増加するも

のと予測されています。 

図 総人口、年齢３区分別人口の推計 

 

図 年齢３区分別人口の割合の推移 

 

資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所（推計値） 
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②仮定値による将来人口の推計 

本市の将来人口について、以下の２パターンによる推計結果を比較します。 

【推計パターン】 

・パターン１：社人研による推計に準拠するもの 

・パターン２：日本創成会議による推計に準拠するもの 

 

 

表 人口推計の概要 

 パターン１ 

（社人研推計準拠） 

パターン２ 

（日本創成会議推計準拠） 

出
生
に
関
す
る
仮
定 

原則として、平成 22 年の全国の子ども女性比

(15～49歳女性人口に対する0～4歳人口の比)

と各市町村の子ども女性比との比をとり、その

比が平成 27 年以降、平成 52 年まで一定として

市町村ごとに仮定。 

パターン１と同様。 

死
亡
に
関
す
る
仮
定 

原則として、55～59 歳→60～64 歳以下では、

全国と都道府県の平成17年→平成22年の生残

率の比から算出される生残率を都道府県内市

町村に対して一律に適用。 

60～64 歳→65～69 歳以上では、上述に加えて、

都道府県と市町村の平成12年→平成17年の生

残率の比から算出される生残率を市町村別に

適用。 

パターン１と同様。 

移
動
に
関
す
る
仮
定 

原則として、平成 17～22 年の国勢調査に基づ

いて算出された純移動率が、平成 27～32 年ま

でに定率で 0.5 倍に縮小し、その後はその値を

平成 47～平成 52 年まで一定と仮定。 

全国の移動総数が、社人研の平成 22～27 年の

推計値から縮小せずに、平成 47 年～平成 52

年まで概ね同水準で推移すると仮定。(社人研

推計に比べて純移動率が大きな値となる) 
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「社人研」と「日本創成会議」の推計に準拠する本市の人口推計をみると、平成 52（2040）

年の人口は社人研推計準拠（パターン１）では 32,893 人、日本創成会議準拠（パターン２）

では 29,927 人となっており、約 3,000 人の差が生じています。 

 

図表 社人研、日本創成会議による人口推計の比較 
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(2035)
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(2040)

平成

57年
(2045)

平成

62年
(2050)

平成

67年
(2055)

平成

72年
(2060)

（人）

パターン１（社人研推計準拠）：総人口

パターン２（日本創成会議推計準拠）：総人口

平成22年
(2010)

平成27年
(2015)

平成32年
(2020)

平成37年
(2025)

平成42年
(2030)

平成47年
(2035)

平成52年
(2040)

平成57年
(2045)

平成62年
(2050)

平成67年
(2055)

平成72年
(2060)

41,258 40,116 38,926 37,522 36,050 34,507 32,893 31,106 29,233 27,311 25,377

年少人口比率 15.7% 14.4% 13.4% 12.6% 11.8% 11.5% 11.4% 11.3% 11.1% 10.7% 10.4%
生産年齢人口比率 63.8% 62.2% 60.3% 59.3% 58.4% 56.4% 53.9% 52.5% 51.4% 51.5% 51.7%
老年人口比率 20.5% 23.4% 26.3% 28.1% 29.8% 32.0% 34.7% 36.2% 37.6% 37.8% 37.9%

41,258 40,116 38,483 36,536 34,470 32,265 29,927 - - - -

年少人口比率 15.7% 14.4% 13.2% 12.1% 11.2% 10.7% 10.4% - - - -
生産年齢人口比率 63.8% 62.2% 60.3% 59.2% 58.1% 55.9% 52.9% - - - -
老年人口比率 20.5% 23.4% 26.5% 28.7% 30.7% 33.4% 36.7% - - - -

パターン１
（社人研推計準拠）

パターン２
（日本創成会議推計準拠）
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（２）人口減少段階の分析 

「人口減少段階」は、一般的に「第１段階：老年人口の増加（総人口の減少）」「第２段階：

老年人口の維持・微減」「第３段階：老年人口の減少」）の３つの段階を経て進行するとされ

ており、全国的には平成 52 年から「第２段階」に入ると予測されています。 

 

 

図 人口の減少段階（全国） 

 

※社人研「日本の将来推計人口」(平成 24 年１月推計)より作成。 

※2010 年の人口を 100 として、各年の人口を指数化しています。 
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パターン１の推計結果を用いて、三沢市の人口減少段階を推計すると、平成 52（2040）年

までは「第１段階：老年人口の増加」に位置し、その後「第２段階：老年人口の維持・微減」

に入ると予測され、全国と同様の傾向となることがうかがえます。 

 

図表 三沢市の人口の減少段階 

 

※平成 22 年（2010）の人口を 100 として、各年の人口を指数化しています。 
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（３）将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析 

将来人口に及ぼす、自然増減（出生、死亡）や社会増減（人口移動）の影響度を分析する

ため、パターン 1の結果を用いてシミュレーションを行います。 

 

①シミュレーションの概要 

シミュレーション１ 

パターン１において、合計特殊出生率が平成 42 年まで

に人口置換水準（人口を長期的に一定に保てる水準の

2.1）まで上昇したと仮定した場合 

シミュレーション２ 

パターン１において、合計特殊出生率が平成 42 年まで

に人口置換水準（2.1）まで上昇し、かつ人口移動が均

衡したとした場合（転入・転出数が同数となり、移動

がゼロとなった場合） 

 

②シミュレーション結果 

２通りのシミュレーション結果は以下の通りとなっています。 

 

図表 三沢市の人口推計結果（パターン１、シュミレーション１・２） 
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③将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度 

パターン１とシミュレーション１を比較することにより、将来人口に及ぼす出生の影響度

（自然増減の影響度）を分析し、また、パターン１とシミュレーション２を比較することに

より、将来人口に及ぼす移動の影響度（社会増減の影響度）の分析を行います。 

分析の方法は以下の通りです。 

 

表 自然増減・社会増減の影響度の分析方法 

自然増減の 

影響度 

（シミュレーション１の平成 52(2040)年の総人口／パターン１の平成

52(2040)年の総人口）の数値に応じて、以下の 5段階に整理する。 

「１」＝100％未満、「２」＝100～105％、「３」＝105～110％、「４」＝

110～115％、「５」＝115%以上の増加 

社会増減の 

影響度 

（シミュレーション２の平成 52(2040)年の総人口／シミュレーション

１の平成 52(2040)年の総人口）の数値に応じて、以下の５段階に整理す

る。 

「１」＝100％未満、「２」＝100～110％、「３」＝110～120％、 

「４」＝120～130％、「５」＝130%以上の増加 

 

 

本市のシミュレーション結果を上記の分析方法に当てはめると以下の通りとなります。 

この結果によると、自然増減の影響度が「２」、社会増減の影響度が「３」となっており、

県内の都市では平川市と同様、青森県平均の影響度とは、自然増減の影響度が 1 段階低くな

っています。 

 

表 自然増減・社会増減の影響度 

分類 計算結果 影響度 

自然増減の 

影響度 

シミュレーション 1 の平成 52(2040)年推計人口= 34,230（人） 

パターン 1の平成 52(2040)年推計人口 = 32,893（人） 

⇒34,230 (人)/ 32,893（人）= 104.1％ 

２ 

社会増減の 

影響度 

シミュレーション 2 の平成 52(2040)年推計人口= 39,282（人） 

シミュレーション 1 の平成 52(2040)年推計人口= 34,230（人） 

⇒ 39,282（人）/ 34,230（人）= 114.8 ％ 

３ 
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 自然増減の影響度 

社

会

増

減

の

影

響 

 1 2 3 4 5 

1      

2   十和田市 弘前市  

3 

 三沢市 

平川市 

青 森 県 、 青 森

市、八戸市、む

つ市、つがる市、 

黒石市、 

五所川原市、 

 

4      

5      

 

④総人口の分析 

パターン１（社人研推計準拠）とシミュレーション結果を比較すると、平成 72（2060）年

では出生率が上昇すると仮定したシミュレーション１はパターン１よりも約 2,700 人多く、

シミュレーション２ではパターン１よりも約 11,000 人多い結果となりました。 

 

 

図 総人口の推計結果 
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⑤人口構造の分析 

平成 22（2010）年と平成 52（2040）年の年齢３区分別人口の増減率を比較すると、年少人

口は全てのパターンでマイナス（減少）であり、シミュレーション１、２ではその減少率が

小さくなっています。 

生産年齢人口についても全てのパターンでマイナス（減少）であり、減少率はシミュレー

ション２で小さくなっています。 

老年人口ではシミュレーション２が他と比較して増加率が大きくなっています。 

 

 

表 パターン、シミュレーションごとの人口増減率 

 

  

(人）

うち0-4歳

平成22年(2010) 41,258 6,482 2,110 26,335 8,441 4,918

32,893 3,754 1,271 17,731 11,407 3,074

シミュレーション１ 34,230 4,831 1,649 17,992 11,407 3,145

シミュレーション２ 39,282 6,142 2,054 20,985 12,156 3,989

29,927 3,109 1,099 15,845 10,973 2,604

うち0-4歳

-20.3% -42.1% -39.8% -32.7% 35.1% -37.5%

シミュレーション１ -17.0% -25.5% -21.8% -31.7% 35.1% -36.0%

シミュレーション２ -4.8% -5.2% -2.7% -20.3% 44.0% -18.9%

-27.5% -52.0% -47.9% -39.8% 30.0% -47.0%
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⑥老年人口比率の変化 

パターン１とシミュレーションによる老年人口比率をみると、パターン１では一貫した増

加傾向となっており、平成 62（2050）年には 37％を超えるとされています。一方、シミュレ

ーション１、シミュレーション２では平成 62（2050）年をピークに減少に転じ、老年人口比

率 37％には及ばないと想定されます。 

このことから、長期的にみて出生率が上昇すると仮定した場合、老年人口比率は低下する

ものと考えられます。 

 

表 人口・年齢３区分別人口比率 

 
 

図 老年人口率の推移 
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５ 経済・都市・福祉・教育の現状分析 

（１）生産活動に関する分析 

①企業数 

本市の企業数は、2012 年で 1,409 社となっており、2009 年と比較して約 200 社減少し、青

森県の市町村中第 7 位となっています。県内主要都市では、青森市や八戸市の企業数が多く

いずれも 8,000 社を超えています。 

産業大分類による本市の企業構造は、「宿泊業、飲食業サービス業（330 社）」が最も高く、

次いで「卸売業、小売業（275 社）」、「生活関連サービス、娯楽業（209 社）」などのサービス

関連業が続きます。そのほかでは「建設業（160 社）」となっています。 

ほぼ全ての業種で、企業数は減少しています。 

図 三沢市及び県内主要都市の企業数 

 

 

図 産業大分類別企業数（2012 年） 
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［全国平均及び県平均との比較］ 

本市の企業数の業種構成は県平均、全国平均と比べて、「宿泊業、飲食サービス業（23.4％）」

の割合は高いが、「不動産業、物品賃貸業（4.7％）」、「製造業（3.8％）」、「卸売業、小売業（19.5％）」

は低くなっています。 

そのほかの業種については県平均、全国平均とほぼ同率です。 

 

図 産業大分類別企業数の構成比 （2012 年） 

 

 

 

［県内主要都市との比較］ 

他市と比較しても、「宿泊業、飲食サービス業（23.4％）」の割合は高いが、「卸売業、小売

業（19.5％）」、「不動産業、物品賃貸業（4.7％）」の割合は低くなっています。 

 

図 大分類別企業数の構成比の県内主要都市との比較 （2012 年） 
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②従業者数 

本市の2012年の従業者数は14,226人で、2009年から3年間で約1,400人減少しています。 

本市の産業大分類別従業者構成では、「卸売業、小売業（2,514 人）」が最も多く、次いで

「製造業（2,207 人）」「宿泊業、飲食サービス業（1,889 人）」となっています。 

多くの業種で減少傾向が見られる一方で、「製造業（443 人）」で大幅な増加が見られるほ

か、「農業、林業（107 人）」、「漁業（13 人）」など一次産業でも若干増加しています。 

 

図 三沢市の従業者数 

 

 

 

図 産業大分類別 従業者数（事業所単位）（2012 年） 
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［全国平均及び県平均との比較］ 

本市の従業者の業種構成は県平均、全国平均と比べて、「宿泊業、飲食サービス業（13.3％）」

が高く、「卸売業、小売業（17.7％）」の割合が高くなっています。 

また、「農業、林業（3.1％）」の割合が若干高いことも特徴のひとつです。 

図 産業大分類別従業者数構成比（事業所単位、2012 年） 

 

 

 

［県内主要都市との比較］ 

他市と比較しても「製造業（15.5％）」、「宿泊業、飲食サービス業（13.3％）」の割合は高

くなっていますが、「卸売業、小売業（17.7％）」、「医療、福祉（9.9％）」は低い傾向が見ら

れます。 

「農業、林業（3.1％）」の割合は若干であるが高く、青森県市部では第 1 位となっていま

す。 

図 産業大分類別従業者数構成比の比較（事業所単位） 
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③企業業績 

１）企業売上高 

本市の 2012 年の企業売上高は 105,007 百万円で、売上高の割合が最も高いのが「卸売業、

小売業（37,501 百万円）で全体の約 35％を占めています。次いで、「建設業（21,389 百万円）」

で約 20％、「製造業（11,815 百万円）」約 10％となっています。 

企業構成、従業者構成で最も高かった「宿泊業、飲食サービス業」は売上高 4,198 百万円、

売上高の構成比は約 4％にとどまっています。 

 

図 産業大分類別 企業売上高（2012 年） 
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２）事業所の売上高 

［全国平均及び県平均との比較］ 

本市の 2012 年の事業所の売上の構成を全国平均、県平均と比較してみると、「農林漁業

（5.0％）」などの一次産業や、「建設業（12.4％）」、「製造業（26.4％）」などで全国、県の平

均を上回っています。一方、「卸売業、小売業（27.3％）」では全国、県平均を下回っていま

す。 

「宿泊業、飲食サービス業（3.1％）」の売上も若干高い割合を占めており、そのほかは全

国、県平均並みとなっています。 

図 産業大分類別売上高の構成比 

 

 

 

［県内主要都市との比較］ 

他市と比較しても「製造業（26.4％）」の割合が最も高く、「農林漁業（5.0％）」、「建設業

（12.4％）」なども比較的高い割合を示しています。「運輸業（2.4％）」、「医療、福祉（3.7％）」

で低い割合となっています。 

図 産業大分類別売上高の構成比の比較 
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［１事業所あたりの売上高］ 

本市の１事業所あたりの売上高は、平均で 107 百万円であり、「製造業（757 百万円）」が

最も高く、次いで「農林漁業（406 百万円）」、「金融業・保険業（364 百万円）」となっていま

す。 

企業数、従業者数と高い割合を占めている「宿泊業、飲食サービス業」は」15 百万円で、

１事業所あたりの売上高は低くなっています。 

 

図 産業大分類別１事業所あたりの売上高（2012 年） 

 

 

［従業者 1 人あたりの売上高（事業所単位）］ 

本市の事業所における１従業者あたりの売上高をみると、全産業で 13.7 百万円であり、内

訳を見ると「金融業・保険業（42.6 百万円）」が、次いで「複合サービス業（26.7 百万円）」、

「製造業（23.3 百万円）」となっています。 

こちらでも、「宿泊業、飲食サービス業（3.2 百万円）」で１従業者あたりの売上高は低く

なっています。 

 

図 産業大分類別従業者 1人あたりの売上高 
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３）付加価値額（企業単位） 

本市の付加価値額は、県内主要都市と比べて低く、31,676 百万円となっています。 

産業大分類別の内訳を見てみると、「卸売業、小売業（7,305 百万円）」が全体の約 23％を

占め、次いで「医療、福祉（4,813 百万円）」が約 15％、「建設業（4,451 百万円）」で約 14％、

「製造業（3,897 百万円）」が約 12％を占めています。 

その他の業種はすべて 10％以下の割合となっています。 

※付加価値額：企業の生産活動によって新たに生み出された価値≒営業利益+人件費+減価償却費 

 

図 三沢市と県内主要都市の付加価値額（企業単位、2012 年） 

 

 

 

図 産業大分類別 付加価値額 (2012 年) 
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資料：平成 24 年経済センサス－活動調査 

資料：平成 24 年経済センサス－活動調査 
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［全国平均及び県平均との比較］ 

本市の付加価値額を全国、県平均と比較してみると、「建設業（14.1％）」や「宿泊業、飲

食サービス業（5.9％）」でやや上回りますが、「製造業（12.3％）」「金融業、保険業（0.5％）」

では下回る結果となっています。 

 

図 産業大分類別 付加価値額（2012 年） 

 

 

 

［県内主要都市との比較］ 

他市と比較すると、「建設業（14.1％）」、「製造業（12.3％）」、「宿泊業、飲食サービス業（5.9％）」

などで高い割合となっていますが、「金融業、保険業（0.5％）」では低くなっています。 

 

図 産業大分類別 付加価値額の比較（2012 年） 
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［１企業あたり付加価値額］ 

本市の１企業あたりの付加価値額は、全産業で 22.5 百万円、産業大分類別に見ると、「製

造業（73.5 百万円）」、次いで「医療、福祉（58.0 百万円）」で、「運輸業、郵便業（55.9 百

万円）」となっている。また、「農業、林業（44.5 百万円）」も高い水準です。 

 

図 産業大分類別１企業あたり付加価値額 

  

 

 

［付加価値率］ 

本市の付加価値率を見ると、全産業で 30.2％、「金融業、保険業（67.1％）」最も高く、「医

療、福祉（62.5％）」、「教育、学習支援業（54.8％）」と続いています。 

※付加価値率：付加価値額／売上高 

 

図 産業大分類別１企業あたり付加価値率 
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４）労働生産性 

本市の労働生産性は 2,961 千円と全国、県平均を下回る結果となっています。また、周辺

の自治体と比較しても低い結果となっています。 

※労働生産性：従業者一人当たりの付加価値額 

 

図 三沢市及び周辺自治体の労働生産性（企業単位、2012 年） 

 

 

 

［県内主要都市との比較］ 

本市の産業大分類別労働生産性を他市と比較すると、「複合サービス業（9,141 千円）」が

高く、「漁業（1,399 千円）」が低くなっています。 

 

図 産業大分類別 労働生産性（千円） （企業単位） 
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（２）産業別就業人口に関する分析 

①産業別就業人口 

本市の就業人口は平成 12（2000）年をピークに減少し、平成 22（2010）年では 19,759 人

となっています。 

産業別就業人口をみると、第 1 次産業は昭和 60(1985)年から一貫して減少傾向にあり、平

成７（1995）年以降、構成比は 1 割未満となっています。第 2 次産業、第 3 次産業は、平成

12(2000)年をピークに減少傾向となっており、構成比はそれぞれ約２割、約７割となってい

ます。 

 

図 産業別就業人口の推移 

 

資料：国勢調査 

※「分類不能」があるため、構成比の合計が 100％とならない箇所がある。 
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②男女別産業人口と特化係数 

男女別従業者の状況を見ると、男性では、「公務（他に分類されないもの）」が最も多く、

次いで、「建設業」「製造業」、女性では「医療・福祉」「卸売業、小売業」「製造業」の従業者

が多くなっています。 

全国の各産業の従業者比率に対する特化係数を見ると、係数１を超える項目は、男女とも

に「農業」「漁業」などの一次産業、「サービス業（他に分類されないもの）」「公務（他に分

類されないもの）」などのサービス業、男性では、「漁業」「建設業」「サービス業（他に分類

されないもの）」「公務（他に分類されないもの）」となっています。女性では、「医療、福祉」

「飲食店、宿泊業」「生活関連サービス業、娯楽業」他、主にサービス業で特化係数 1を超え

ています。 

 

 

図 男女別産業人口と特化係数 

 

資料：国勢調査（平成 22 年） 

※特化係数：本市のⅩ産業の就業者比率/全国のⅩ産業の就業者比率。特化係数が１以上の産業は全国と比べて特

化傾向にあるといえる。 
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 ③年齢階級別産業人口 

年齢階級別産業人口をみると、15 歳から 29 歳の若い世代が多い産業は男性女性ともに「情

報通信業」「公務（他に分類されないもの）」、次いで「学術研究、専門・技術サービス業」「飲

食店、宿泊業」が多くなっています。 

30 歳代では男性女性ともに「情報通信業」「電気・ガス・水道業」が高くなっています。 

「情報通信業」の女性 15 歳～29 歳が 48.1％と非常に高い割合を示しているが、男女とも

に約半数が 40 歳未満の若い世代で構成されています。 

図 年齢階級別産業人口 

 

  資料：国勢調査（平成 22 年） 
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④女性の就業率 

女性の 15～64 歳の就業率の推移をみると、平成 12 年の 57.9％から平成 22 年の 58.2％に

増加しています。 

また、年齢別就業率の推移をみると、20 歳代後半から 30 歳代の就業率が増加している状

況がうかがえます。 

 

 

図表 女性の年齢別就業率の推移 

 

 

 

 

  

総　数 就業者 就業率 総　数 就業者 就業率 総　数 就業者 就業率

15 ～ 19 歳  1,216 186 15.3%  1,002 123 12.3% 963 106 11.0%

20 ～ 24 歳  1,059 769 72.6%  996 682 68.5% 809 548 67.7%

25 ～ 29 歳  1,523 921 60.5%  1,362 854 62.7% 1,200 772 64.3%

30 ～ 34 歳  1,525 839 55.0%  1,634 892 54.6% 1,387 814 58.7%

35 ～ 39 歳  1,447 855 59.1%  1,537 889 57.8% 1,508 905 60.0%

40 ～ 44 歳  1,393 957 68.7%  1,366 900 65.9% 1,442 933 64.7%

45 ～ 49 歳  1,538 1,074 69.8%  1,320 934 70.8% 1,297 907 69.9%

50 ～ 54 歳  1,465 1,024 69.9%  1,469 984 67.0% 1,272 875 68.8%

55 ～ 59 歳  1,251 746 59.6%  1,408 862 61.2% 1,426 868 60.9%

60 ～ 64 歳  1,169 495 42.3%  1,222 529 43.3% 1,354 643 47.5%

15 ～ 64 歳 計  13,586  7,866 57.9%  13,316  7,649 57.4%  12,658  7,371 58.2%

女性

平成12年 平成17年 平成22年
年齢
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平成12年

平成17年

平成22年

資料：国勢調査 
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（３）雇用に関する分析（有効求人倍率） 

［県内主要都市との比較］ 

県内三市の職業安定所と比較してみると、有効求人倍率は上昇を続けているものの若干低

い水準で推移しています。 

 

図 有効求人倍率（周辺地域との比較） 
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資料：厚生労働省「職業安定業務統計」 
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（４）利便性に関する分析 

①大規模小売店舗数・面積 

中心市街地区域内の大規模小売店舗は下記の７店が立地しています。 

 

 

 

  

資料：青森県 HP「第一種・第二種大規模小売店舗立地法特例区域」 

大規模小売店舗

大規模小売店舗名称 所在地
店舗面積

（㎡）

① サンデー三沢店 三沢市南町１丁目31-3847 2,005

② アクロス三沢 三沢市栄町２丁目31-144 1,456

③ 三沢ショッピングセンター 三沢市松園町３丁目10-1 8,381

④ ユニバース三沢松園町店 三沢市松園町３丁目5-1 1,380

⑤ マックスバリュー三沢大町店 三沢市大町２丁目12-1 1,800

⑥ MGプラザ 三沢市中央町２丁目7地内 1,353

⑦ 株式会社丸中 三沢市中央町３丁目10-14 1,476
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②商品販売額 

本市の商品販売額は、平成 19 年は 60,467 百万円で平成 16 年から上昇に転じていますが、

小売業では減少傾向が続いています。平成 9年から平成 16 年まで、小売業での減少額が大き

く 12,657 百万円の減少となっています。平成 19 年は、増加に転じていますが、卸売業の 5,967

百万円の増加に対し、小売業では 4,223 百万円の減少となっています。これを受け増加額も、

1,744 百万円にとどまっています。 

 

図 年間商品販売額 
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（５）福祉に関する分析 

本市には総合病院である三沢市立病院、三沢中央病院をはじめ、以下の病院が立地してい

ます。 

 

表 市内の医療施設 

 

資料：三沢市

名称 所在地 診療科目

あいざわクリニック  三沢市堀口  乳腺・外科　消化器・内科

あおぞらクリニック  三沢市中央町4丁目  内科・精神科・心療内科

岡三沢診療所  三沢市緑町1丁目  内科・循環器科・呼吸器科

柿崎外科医院  三沢市下久保3丁目  胃腸器科・外科・整形外科・肛門科

さいとう耳鼻咽喉科クリニック  三沢市堀口2丁目  耳鼻咽喉科・アレルギー科

サイトウ整形外科クリニック  三沢市緑町3丁目  整形外科

自衛隊三沢病院  三沢市後久保  内科・外科・神経科・整形外科・麻酔科・歯科

すずき小児科内科クリニック  三沢市下久保3丁目  小児科・内科・皮膚科

得居泌尿器科医院  三沢市下久保3丁目  泌尿器科・内科・外科・皮膚科・人工透析

中山内科医院  三沢市古間木山  内科・小児科・胃腸器科

鳴海外科医院  三沢市幸町1丁目  胃腸器科・外科・整形外科・皮膚科・肛門科・理学診療科

ひぐちクリニック  三沢市桜町3丁目  内科・胃腸科・循環器科・呼吸器科・小児科

平山泰照皮ふ科医院  三沢市中央町4丁目  皮膚科

まつぞのクリニック  三沢市松園町3丁目  内科・外科・循環器科

みさわクリニック  三沢市大町2丁目  内科・小児科・胃腸器科

三沢市立三沢病院  三沢市堀口
 内科・小児科・外科・整形外科・脳神経外科・皮膚科・眼科・耳鼻
咽喉科・産婦人科・泌尿器科・放射線科・形成外科

三沢聖心会病院  三沢市淋代3丁目  精神科・神経科

三沢中央病院  三沢市中央町3丁目
 内科・小児科・外科・形成外科・呼吸器科・皮膚科・循環器科・胃
腸器科・泌尿器科・肛門科・性病科・理学診療科・放射線科・脳神

経外科・整形外科

むつみ眼科クリニック  三沢市中央町3丁目  眼科
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（６）教育・子育てに関する分析 

①小中学校 

本市には小学校が７校、中学校が５校あります。 

児童数、生徒数、教員数は減少傾向です。 

 

図表 市内の小学校、生徒数の状況 

 

 

 

 

  

学校名 所在地

 古間木小学校  三沢市古間木一丁目152-139

 上久保小学校  三沢市大町一丁目3-9

 木崎野小学校  三沢市東町四丁目2

 岡三沢小学校  三沢市岡三沢三丁目1-1

 三沢小学校  三沢市大字三沢字園沢93-2

 三川目小学校  三沢市鹿中二丁目145-459

 おおぞら小学校  三沢市大字三沢字庭構1084-33
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資料：青森県教育委員会 

資料：学校基本調査・青森県一覧 
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図表 市内の中学校、生徒数の状況 

 
 

 

 

 

  

学校名 所在地

第一中学校  三沢市松園町二丁目1-34

第二中学校  三沢市大字三沢字園沢97-2

第三中学校  三沢市大字三沢字庭構1084-33

第五中学校  三沢市字古間木山141-111

堀口中学校  三沢市大字三沢字堀口94-143
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資料：学校基本調査・青森県一覧 



48 

 

②保育所・待機児童 

市内には平成 27 年４月時点で 13 の認可保育所、5つの認定子ども園、1つのへき地保育所

があります。 

園児数の増減はありますが、平成 26 年度の待機児童数は０人です。 

 

表 保育園の状況 

 

 資料：三沢市ＨＰ（平成 27 年 4 月 1日現在） 

 

図 園児数の推移 

 
      資料：家庭福祉課

種類 施設名 所在地

三沢市立中央保育所 三沢市桜町三丁目1-5

おおつ保育園 三沢市大津二丁目12-366

春日台保育園 三沢市春日台一丁目124-2

古間木保育園 三沢市古間木山80-2

松園保育園 三沢市松園町二丁目21-9

チャリティー第二保育園 三沢市東町一丁目9-21

三沢乳児保育所 三沢市幸町一丁目2-21

美野原保育園 三沢市美野原一丁目7-16

三川目保育所 三沢市三川目三丁目145-105

鹿中保育所 三沢市鹿中二丁目145-478

光華保育園 三沢市前平二丁目5-2

淋代保育所 三沢市淋代三丁目43-7

チャリティー第一保育園 三沢市六川目二丁目101-1005

三沢愛子保育園 三沢市大町一丁目8-36

岡三沢保育園 三沢市岡三沢二丁目7-7

浜三沢保育園 三沢市堀口6-12

平畑保育園 三沢市平畑二丁目66-48

三沢第一幼稚園 三沢市美野原二丁目12-19

へき地保育所 夢ふれあい館 三沢市谷地頭四丁目298-682
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③幼稚園 

平成 26 年度で市内には、３つの幼稚園があります。 

幼稚園の園児数は減少傾向にあります。 

 

表 市内の幼稚園 

 

資料：三沢市 HP 

        

図 幼稚園の利用者数の推移 

 
   資料：家庭福祉課 

 

  

幼稚園名 所在地

三沢カトリック幼稚園 三沢市中央町四丁目3-12

いちい幼稚園 三沢市春日台二丁目154-71

松園幼稚園 三沢市松園町二丁目21-1
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６ 人口の変化が地域の将来に与える影響の分析・考察 

（１）小売店など民間利便施設の進出・撤退の状況 

市民が日常生活を送るために必要な各種サービスは、一定の人口規模の上に成り立ってい

ます。人口減少に伴って、利用者、消費者が減少するため、過去の人口規模に合わせてでき

たサービス施設等を維持できなくなる恐れがあります。 

以下の図のとおり、本市の現在の人口規模約４万人と、将来的に想定される人口規模約 2.5

から３万人ではサービス施設の存在確率が異なっており、人口規模の縮小により、生活利便

性や地域の雇用の悪化が懸念されます。 

 

図 人口規模とサービス施設の立地（三大都市圏を除く） 

 

出典：国土交通省「サービス施設が立地する確率が 50 パーセント及び 80 パーセントとなる自治体の人口規模」

から抜粋 

 

（２）税収減等による行政サービスの低下、社会インフラの老朽化 

人口減少とそれに伴う経済・産業活動の縮小により、地方公共団体の税収入は減少しま

すが、一方では、高齢化の進行から社会保障費の増加が見込まれ、地方財政の厳しい状況

が予想されます。 

また、本市には建物の更新時期を迎えている公共施設等もあり、道路・橋・上下水道と

いったインフラの老朽化問題への対応も必要とされています。 

〔参考 三沢市の市有建築物の耐震化率 67.7％〕 

（資料：三沢市耐震改修促進計画（平成 22 年）） 

0人～ 5千人～ 1万人～ 2万人～ 5万人～ 10万人～ 20万人～ 50万人～

小売・宿泊
飲食サービス

生活関連サービス

学術研究、
教育・学習支援

医療・福祉

金融
対企業サービス

500人

2,500人 7,500人

飲食店

喫茶店

500人

500人

一般診療所

郵便局

5,500人 27,500人

一般病院

8,500人 27,500人

訪問介護事業

6,500人 9,500人

銀行（中央銀行を除く）

5,500人 6,500人

学習塾

77,500人 92,500人

大型ショッピングセンター

57,500人 87,500人

博物館・美術館

42,500人 125,000人

有料老人ホーム

57,500人 77,500人

法律事務所

87,500人 175,000人

映画館

125,000人 175,000人

大学

175,000人 275,000人

救命救急センター

275,500人

百貨店

175,000人 275,000人

スターバックス・コーヒー

左端 右端

存在確率
５０％

存在確率
8０％

平成 22 年三沢市人口：41,258 人 
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（３）公共施設の維持管理・更新等への影響 

市が所有する公的ストックについて、今後更新を迎える施設が大量に発生することから、

現行のままでも施設の新設はもとより、維持更新が不可能になると予想されています。これ

に人口減少による税収の減少等の影響が加わることで、施設の維持更新が一層困難になりま

す。 

一方で、人口減少により不要となる公的ストックも生じてくることから、これらの効率的

な集約・活用等を行うことで、維持更新の負担を軽減できる可能性もあります。 

このため、今後の公共施設の管理・維持については、人口規模に応じた適切な運営を図る

必要があります。 

 

図 施設の維持管理に関する推計 

 

出典：国土交通省「国土交通白書 2012」図表 152「従来どおりの維持管理・更新をした場合の推計」 

  

従来通りの維持管理更新を続けた場合、2011 年度から

2060 年度までの 50 年間に、必要な更新費 190 兆円のう

ち、30 兆円（約 16％）が不足する。 
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７ 人口の将来展望 

（１）アンケート調査 

「三沢市人口ビジョン」及び「三沢市総合戦略」の策定にあたっては、結婚・出産・子育

て、転入、転出、進学・就職などに関する市民等の意向や実態等を把握するため、次に示す 

４種類の市民意識調査を実施しました。 

 

①調査の概要 

１）結婚・出産・子育て等に関するアンケート 

■調査方法 

・調査期間：平成 27 年 10 月 

・調査対象：市内在住の 20 歳以上 40 歳以下の男女 800 人 

・抽出方法：男女別に無作為抽出 

■主な調査項目 

・結婚について ・出産について ・仕事と生活について ・三沢市について 

■回収結果 

・配布数：800 票 

・回収数：329 票 

・回収率：41.1％ 

 

 

２）転入に関するアンケート 

■調査方法 

・調査期間：平成 27 年 10 月 

・調査対象：平成 26 年 9 月～平成 27 年 8 月の間に本市に転入された 20 歳以上の男女 800 人 

・抽出方法：無作為抽出 

■主な調査項目 

・転入について ・三沢市について 

■回収結果 

・配布数：700 票 

・回収数：321 票 

・回収率：45.9％ 
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３）転出に関するアンケート 

■調査方法 

・調査期間：平成 27 年 10 月 

・調査対象：平成 26 年 9 月～平成 27 年 8 月の間に本市より転出された 

      20 歳以上の男女 800 人 

・抽出方法：無作為抽出 

■主な調査項目 

・転入について ・三沢市について 

■回収結果 

・配布数：800 票 

・回収数：308 票 

・回収率：38.5％ 

 

 

４）進学・就職に関するアンケート 

■調査方法 

・調査期間：平成 27 年 10 月 

・調査対象：三沢市内の高校に通学する生徒 500 人 

・抽出方法：無作為抽出 

■主な調査項目 

・進路について 

■回収結果 

・配布数：500 票 

・回収数：448 票 

・回収率：89.6％ 
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②市民意識調査の結果概要 

【共通設問：三沢市の魅力について】 

本市の魅力については、「自然環境の良さ」「公園・緑地の充実」「治安の良さ」といった、

住環境における自然面での充実が上位となっています。また、「地域の文化・芸術活動」「観

光地としての魅力」など文化面での充実度も上位となっています。 

 

 

 

  

18.7%

1.6%

3.1%

3.4%

3.7%

5.0%

5.0%

5.0%

7.2%

8.7%

9.0%

9.7%

10.3%

13.4%

13.4%

14.0%

17.1%

25.5%

33.6%

17.2%

2.6%

1.3%

4.9%

9.1%

2.3%

1.6%

7.8%

4.2%

8.4%

4.2%

14.0%

9.1%

12.3%

12.3%

16.6%

24.7%

38.3%

29.9%

14.6%

3.3%

2.1%

3.6%

5.8%

4.0%

3.0%

7.3%

5.8%

6.4%

4.9%

15.5%

7.6%

15.5%

10.6%

12.5%

22.8%

28.6%

27.7%

0% 10% 20% 30% 40%

その他

高齢者等への福祉サービス

市政の情報発信力

地域医療の体制

学校教育

鉄道、バス等の公共交通の利便性

災害対策の充実

子育て支援の環境

街並みの美しさ

地域産業の活力

道路など都市基盤の整備状況

人と人とのつながり

まちなかの賑わい

基地対策の充実

観光地としての魅力

地域の文化・芸術活動など

治安の良さ

自然環境の良さ

公園・緑地の充実

結婚、子育てについてn=329

転入 n=321

転出 n=308

結婚・出産・子育てについて

転出

転入
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【結婚・出産・子育てに関するアンケートから：子どもの数について】 

理想とする子どもの数については、「３人」または「２人」が４割以上を占めていますが、

現在の子どもの数をみると、「子どもはもたない」が約 4割、「２人」が２割半ば、「１人」が

約 2割と、現在と理想の子ども数に乖離が見られます。 

また、将来的に考えている子どもの数でも、「２人」が約５割、「３人」が約２割以上とな

っており、理想とするする子どもの数より少ない状態となっています。 

 

 

【結婚・出産・子育てに関するアンケートから：理想的な子どもの数を実現するために、障

害となること】 

理想的な子どもの数を実現するために障害となることについては、「子育てや教育にお金が

かかる」が約８割と経済面の障害が最も高く、次いで「年齢的な問題」「子育てを手助けする

人がいない」「自分の仕事に差し支える」「育児、・出産の心理的・肉体的な負担」といった項

目が続いています。 

 

 

  

2.4%

7.3%

41.3%

1.8%

11.9%

19.8%

41.3%

52.0%

25.8%

46.2%

23.4%

9.1%

4.0%

1.8%

0.3%

1.8%

0.6%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

理想的な子どもの数

将来的に考えている

子どもの数

現在の子どもの数

n=329

子どもはもたない １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上

3.3%

4.3%

4.6%

6.4%

6.7%

7.3%

12.5%

14.0%

21.0%

22.8%

23.4%

24.0%

83.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配偶者の協力が得られない

障害は特にない

自分や夫婦の生活を大切にしたい

ほしいけれどもできない

健康上の理由

妊娠・出産・子育てに関する情報不足

近くに子どもを預ける施設がない

住居が狭い

育児・出産の心理的・肉体的な負担

自分の仕事に差し支える

子育てを手助けする人がいない

年齢的な問題

子育てや教育にお金がかかる

n=329
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【転入に関するアンケートから：転入のきっかけについて】 

転入のきっかけについては、「自身の仕事のため」が最も高く約 5 割を占めています。次い

で「家族の仕事のため」「結婚のため」となっています。 

 

 
 

【転入に関するアンケートから：三沢市を転入先とした理由について】 

三沢市を選んだ理由としては、「職場、進学先に近い」が約４割で最も高く、次いで「家族

の職場、進学先に近い」「社宅（官舎）が三沢市内にある」などの理由となっています。 

 

6.9%

0.9%

1.2%

1.2%

1.6%

1.9%

2.2%

14.0%

16.8%

51.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

進学

子どもの都合

介護

離婚

住宅の購入

退職

結婚

ご家族の仕事のため

ご自身の仕事のため

n=321

15.3%

0.6%

0.6%

1.6%

1.9%

2.5%

2.8%

2.8%

3.1%

3.1%

3.4%

3.4%

4.0%

5.9%

18.1%

19.0%

22.7%

25.5%

40.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

その他

近所づきあいが良い

市内の移動（バス）が便利

子育て支援が充実している

娯楽・レジャーが楽しめる

教育環境が良い

まち並みが良い

医療や福祉体制が充実している

気候が良い

道路事情が良い

自然が多い

物価が安い

食べ物がおいしい

市外への移動(飛行機・鉄道等)が便利

以前に住んでいた

買い物が便利

社宅（官舎）が三沢市内にある

家族の職場・進学先に近い

自身の職場・進学先に近い

n=321
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【転入に関するアンケートから：転入する前後での、三沢市のイメージの変化について】 

三沢市のイメージの変化については、「良いイメージで変わらない」が約５割で最も高く、

「良いイメージだったが悪くなった」「悪いイメージで変わらない」は１割未満にとどまって

います。 

 

 

 

【転出に関するアンケートから：将来的に三沢市に再び居住したいと思うか】 

居住意向については、「条件が合えば居住したい」が約 3割で最も高く、次いで「居住した

いとは思わない」「どちらともいえない」が約 2 割となっています。 

 

 

 

  

19.6%

6.5%

8.1%

13.7%

50.2%

0% 20% 40% 60%

その他

悪いイメージで変わらない

良いイメージだったが悪くなった

悪いイメージだったが良くなった

良いイメージで変わらない

n=321

再び

居住したい
18.2%

条件が合えば

居住したい

33.4%

居住したいと

思わない
23.7%

どちらとも

いえない
23.4%

無回答
1.3%

n=308
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【転出に関するアンケートから：「再び居住したい」と思う理由について】 

「再び居住したい」、「条件が合えば居住したい」と回答した方のうち、４割以上が「愛着が

あるから」との理由で再び居住したいと答えています。次いで「実家があるから」「食べ物が

おいしい」などの理由となっています。 

 

 

【進学・就職に関するアンケートから：卒業後の進路について】 

７割以上が大学、短大、専門学校への「進学」を希望しています。一方、「就職」は約２割

にとどまっています。 

 

 

17.0%

1.3%

2.5%

2.5%

3.8%

5.0%

5.7%

6.3%

6.9%

7.5%

8.2%

9.4%

10.7%

17.0%

18.2%

18.9%

27.7%

27.7%

40.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

その他

市内の移動（バス）が便利

教育環境が良い

道路事情が良い

医療や福祉体制が充実している

まち並みが良い

子育て支援が充実している

魅力的な職場がある

気候が良い

治安が良いから

近所づきあいが良い

娯楽・レジャーが楽しめる

市外への移動（飛行機・鉄道等）が便利

物価が安い

自然が多い

買い物が便利

食べ物がおいしい

実家があるから

愛着があるから

n=159

進学

（大学、短大、

専門学校）
71.2%

就職
24.8%

その他
0.2%

無回答
3.8%

n=319
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【進学・就職に関するアンケートから：進学した学校を卒業後三沢市に住みたいか】 

居住意向については、進学を選択した方のうち、約５割が「住まないつもり」、３割以上が

「わからない」と答えています。一方、「是非住みたい」は１割以下、「すぐではないが、い

つかは住みたい」は２割以下となっています。 

 

 

【進学・就職に関するアンケートから：就職先を選ぶ際に優先することについて】 

就職を選択した方のうち、６割近くが「働きたい仕事の内容を優先して、就職先を決める」

と答えています。次いで、「雇用の安定（正社員）を優先して、就職先を決める」「会社（事

業所）がある場所を優先して、就職先を決める」となっています。 

 

  

是非

住みたい
3.1%

すぐではないが、

いつかは住みたい
16.0%

住まないつもり
50.5%

わからない
30.1%

無回答
0.3%

n=319

就職できれば、

仕事の

内容も場所も

関係ない
3.6%

会社（事業所）

がある場所を

優先して、

就職先を決める
9.0%

雇用の安定

（正社員）

を優先して、

就職先を決める
27.9%

働きたい仕事の

内容を優先して、

就職先を決める
56.8%

その他
0.9% 無回答

1.8%

n=111
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【進学・就職に関するアンケートから：就職先を決める際に重視する要素について】 

就職の際に重視することについては、「安定している（将来性がある）」「自分の興味がある

仕事である」が約４割で上位となっています。次いで「給料が高い」「自分の夢を実現できる」

となっています。 

 

 
 

 

  

0.2%

0.4%

0.9%

0.9%

2.7%

4.0%

4.3%

5.1%

5.4%

5.6%

5.6%

7.2%

7.2%

8.3%

9.8%

9.8%

14.3%

22.4%

36.9%

38.7%

0% 10% 20% 30% 40%

その他

就職先に先輩がいる、友人が就職する

両親の意見

住宅取得への補助制度や社宅がある

残業が少ない

実家から通勤できる

大企業で有名である

国際的な仕事ができる

自分の実力で昇進できる

働きながらスキルアップ（勉強や資格取得）ができる環境がある

休みが取りやすい

育児休暇や短時間勤務など、子育て支援制度が充実している

休日が多い

自分の知識や技術を活かすことができる

正社員雇用である

ひとや地域のために仕事ができる

自分の夢を実現できる

給料が高い

自分の興味がある仕事である

安定している（将来性がある）n=447
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（２）目指すべき将来の方向性 

「人口動態」、「経済動向」、「福祉・教育」、「市民意識調査」の四点から、本市の現状を踏

まえた課題と目指すべき将来の方向性を整理します。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

  

 ●将来的には人口が大幅に減少 

   ～50 年後の総人口は 32％減～ 

     ・平成 22（2010）年の 4.1 万人から平成 72（2060）年には 2.5 万人まで減少し、 

   人口維持は難しい状況 

 ●高齢化の急速な進行 

   ～50 年後の高齢化率は 38％に～ 

     ・平成 22（2010）年の高齢化率 21％から平成 72（2060）年には 38％まで上昇 

 ●合計特殊出生率の低下 

   ～全国平均を上回っているものの減少傾向～ 

     ・平成初期には 2.0 以上であったものから減少し、平成 24（2012）年では 1.79 

■人口動態における課題 

 ●産業基盤の強化 

 ・本市の産業の活性化を図るため、企業の誘致や起業の支援に伴う雇用の創出など、産業

基盤の強化を図ることが必要 

・企業誘致の推進 

・地場産業、起業の支援      

・中心市街地の活性化    など 

■目指すべき将来の方向② 

 ●企業数、従業者数ともに減少 

   ～ほぼ全ての業種で減少傾向～ 

     ・平成 21（2009）年から平成 24（2012）年の間に企業は約 200 社減少（-12.9％）、

従業者数は約 1,400 人（-8.8％）減少 

 ●企業単位の付加価値、労働生産性の低下 

   ～周辺自治体や県平均に比較して低い傾向～ 

・平成 24 年（2012）年の企業単位の付加価値額は八戸市の 1/10 程度、労働生産

性は県平均より 53 万円低い 

■経済動態における課題 

 ●若い世代の呼び込みと出生率の向上 

 ・将来的な人口減少と人口構造のバランス悪化を緩和するためには、人口、特に若い世代

の呼び込みとともに出生率を向上させることが必要 

・若い世代の移住・定住促進 

・出産・子育てしやすい環境づくり 

・多様な就業を支える環境づくり     など 

■目指すべき将来の方向① 
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  ●保育所、幼稚園の状況 

～待機児童数はゼロを実現、幼稚園児数は減少傾向～ 

・平成 26 年（2014）年時点で保育所等の待機児童数はゼロを実現（児童数は増

減あり）、幼稚園児数は平成 22 年（2010）年から 56 人（-9.5％）減少 

●児童数、生徒数の減少 

    ～小学校、中学校ともに減少傾向～ 

・平成 22（2010）年から平成 26（2014）年の間に小学生は 242 人減少（-8.9％）、

中学生は 200 人（-13.9％）減少 

■福祉・教育における課題 

 ●出産・子育てに対する不安 

   ～経済的な不安を抱えている～ 

    ・現在の子ども数と理想の子ども数に乖離がある 

    ・多くの方が子育て、教育にかかる費用が障害と感じている 

 ●転入・転出のきっかけ 

   ～転入・転出の理由は仕事～ 

    ・転入・転出の理由は仕事のためや職場に近いなどの理由が大半 

    ・市に対する良いイメージは維持されている 

 ●若者の進学・就職に対する意向 

   ～進学者の半数は居住意向なし～ 

    ・進学者のうち、卒業後三沢市には「住まないつもり」が約 5割 

    ・就職者が重視するのは「安定性がある」「興味のある仕事」 

■市⺠意識調査における課題 

  ●魅力ある居住環境の形成 

 ・本市の特色を生かすとともに、まちの安全性や都市基盤の強化、就業環境の充実などによ

り、魅力ある居住環境の形成を図ることが必要 

  ・自然や歴史、国際色豊かな街並みなどの活用 

・安心安全に暮らせるまちづくり 

     ・交通施設など利便性の向上 

・多様で魅力ある就業環境の整備     など 

■目指すべき将来の方向④ 

■目指すべき将来の方向③ 

  ●子育て環境と学校教育の充実 

 ・今後も待機児童ゼロを継続するなど子育て環境の充実と、児童・生徒の創造性や個性を生

かすための学校教育の充実を図ることが必要 

  ・子育て世代への経済的支援の充実  

・保護者のニーズにあった子育て支援サービス 

・英語教育、国際教育の充実         など 
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（３）人口の将来展望 

①目指すべき将来人口 

「将来人口の推計」「目指すべき将来の方向」を踏まえ、「将来展望人口（目指すべき将来

人口）」を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

全国的な人口減少が見込まれる中、本市においても将来的に現状の人口を維持することは難

しい 

⇒ 将来的な人口減少を前提としながら、若い世代の流入と出生の増加を目指す 

 

 

 

 

【将来展望人口】50 年後の平成 72（2060）年の人口：3.3 万人 

 

 

＜将来展望人口の前提条件＞ 

■出生に関する条件 

・平成 32（2020）年：市民意識調査結果から算出した希望出生率※1.94 

・平成 42（2030）年：人口置換水準（人口を長期的に一定に保てる水準）の合計特殊出生

率 2.07 

・平成 52（2040）年：最終目標の合計特殊出生率 2.10 

 

■人口移動の条件 

・平成 37（2025）年までに一定程度の人口流入を見込み、人口移動による減少を半減 

・平成 42（2030）年までに人口移動による減少を均衡 

■将来展望人口（目指すべき将来人口） 

※希望出生率の算出方法 

｛(有配偶者割合×夫婦の予定子ども数)＋(独身者割合×独身者のうち結婚を希望する者の割合 

×独身者の理想子ども数)｝× 離別等効果 

 

「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン＜参考資料集＞」 

（内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局）記載の算定式に準拠 

 

【三沢市の希望出生率】 

｛（0.390×2.16）+（0.609×0.813×2.45）｝×0.938≒1.94 
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②将来展望人口（目指すべき将来人口） 

１）将来展望人口（総人口） 

 

平成 72（2060）年の総人口で 32,810 人を見込み、社人研の推計と比較し、約 7,400 人多

い水準とします。 

平成 22（2010）年の人口との比較では、約 8,500 人（2割程度）の人口減にとどめます。 

 

 

図 将来展望人口（目指すべき将来人口） 
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２）将来展望人口（年少人口） 

 

年少人口の減少に伴い構成比は一度下がる傾向となりますが、その後微増し、現在の水準

を維持できる見込みとなります。 

 

 

図 将来展望人口（年少人口構成比の比較） 
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３）将来展望人口（生産年齢人口） 

 

生産年齢人口は減少する見込みであり、構成比も現在の水準と比較すると大きく落ち込む

見込みですが、社人研推計と比較して緩和されます。 

 

 

図 将来展望人口（生産年齢人口構成比の比較） 

 

  

63.8%

62.1%

59.7%

58.2%

56.9%

55.2%

53.1%
52.4%

51.9%
52.6%

53.2%

62.2%

60.3%
59.3%

58.4%

56.4%

53.9%

52.5%

51.4% 51.5% 51.7%

40%

45%

50%

55%

60%

65%

70%

平成22年

(2010)

平成27年

(2015)

平成32年

(2020)

平成37年

(2025)

平成42年

(2030)

平成47年

(2035)

平成52年

(2040)

平成57年

(2045)

平成62年

(2050)

平成67年

(2055)

平成72年

(2060)

将来展望人口

社人研推計準拠



67 

 

４）将来展望人口（老年人口） 

 

年少人口・生産年齢人口が増加することにより、老年人口比率（高齢化率）の上昇は緩和

され、37.9％にとどまります。 

 

 

図 将来展望人口（老年人口構成比の比較） 
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表
 

将
来

展
望

人
口

（
年

齢
5
歳

階
級

別
人

口
の

推
移

）
 

     
 

H22 H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 H62 H67 H72

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

総人口（人） 41,258 40,197 39,118 38,048 37,494 36,893 36,237 35,422 34,553 33,676 32,810

0～4歳 2,110 2,015 1,913 1,810 1,814 1,792 1,804 1,757 1,697 1,681 1,711

5～9歳 2,101 1,878 1,841 1,797 1,809 1,813 1,791 1,803 1,756 1,696 1,680

10～14歳 2,271 1,955 1,768 1,768 1,796 1,808 1,813 1,790 1,803 1,755 1,696

15～19歳 1,977 1,980 1,737 1,623 1,767 1,795 1,807 1,812 1,789 1,802 1,754

20～24歳 1,794 1,818 1,860 1,657 1,620 1,764 1,792 1,805 1,809 1,787 1,799

25～29歳 2,639 2,112 2,055 2,017 1,653 1,616 1,760 1,788 1,801 1,805 1,783

30～34歳 2,837 2,622 2,099 2,045 2,011 1,648 1,612 1,756 1,784 1,796 1,800

35～39歳 3,194 2,661 2,489 2,010 2,037 2,004 1,643 1,607 1,750 1,778 1,790

40～44歳 2,936 3,041 2,546 2,409 1,999 2,027 1,994 1,635 1,599 1,742 1,770

45～49歳 2,659 2,832 2,956 2,486 2,387 1,982 2,011 1,979 1,623 1,587 1,728

50～54歳 2,698 2,564 2,751 2,888 2,454 2,358 1,959 1,988 1,956 1,605 1,569

55～59歳 2,923 2,555 2,448 2,655 2,832 2,410 2,317 1,925 1,954 1,922 1,578

60～64歳 2,678 2,763 2,427 2,345 2,580 2,755 2,349 2,257 1,875 1,903 1,873

65～69歳 2,141 2,551 2,639 2,324 2,252 2,483 2,655 2,265 2,174 1,806 1,834

70～74歳 1,954 1,980 2,368 2,461 2,179 2,120 2,343 2,502 2,137 2,048 1,700

75～79歳 2,020 1,746 1,786 2,140 2,231 1,986 1,944 2,148 2,288 1,957 1,872

80～84歳 1,335 1,681 1,467 1,529 1,852 1,948 1,748 1,714 1,892 2,011 1,724

85～89歳 655 953 1,241 1,100 1,181 1,446 1,543 1,383 1,359 1,499 1,587

90歳以上 336 490 724 986 1,039 1,137 1,350 1,509 1,508 1,496 1,562

0～14歳 6,482 5,848 5,522 5,375 5,419 5,413 5,408 5,350 5,256 5,133 5,087

15～64歳 26,335 24,948 23,369 22,133 21,340 20,359 19,246 18,551 17,939 17,726 17,444

65歳以上 8,441 9,401 10,226 10,540 10,735 11,121 11,584 11,521 11,358 10,817 10,279

（0～14歳：％） 15.7% 14.5% 14.1% 14.1% 14.5% 14.7% 14.9% 15.1% 15.2% 15.2% 15.5%

（15～64歳：％） 63.8% 62.1% 59.7% 58.2% 56.9% 55.2% 53.1% 52.4% 51.9% 52.6% 53.2%

（65歳以上：％） 20.5% 23.4% 26.1% 27.7% 28.6% 30.1% 32.0% 32.5% 32.9% 32.1% 31.3%



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 三沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略 
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第２章 三沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

１ 人口ビジョンを踏まえて＜目指すべき将来の方向性＞ 

 

・三沢市総合戦略の策定にあたっては、人口ビジョンで示した＜目指すべき将来の方向性＞

を踏まえるものものとします。 

 

＜目指すべき将来の方向性＞ 

（１）若い世代の呼び込みと出生率の向上 

 

 

 

 

 

 

（２）産業基盤の強化 

 

 

 

 

 

 

（３）子育て環境と学校教育の充実 

 

 

 

 

 

 

（４）魅力ある居住環境の形成 

 

 

 

 

  

●将来的な人口減少と人口構造のバランス悪化を緩和するためには、人口、特に若い世

代の呼び込みとともに出生率を向上させることが必要 

【取組イメージ】 

・若い世代の移住・定住促進 

・出産・子育てしやすい環境づくり 

・多様な就業を支える環境づくり     など 

●本市の産業の活性化を図るため、企業の誘致や起業の支援に伴う雇用の創出など、産

業基盤の強化を図ることが必要 

【取組イメージ】 

・企業誘致の推進 

・地場産業、起業の支援      

・中心市街地の活性化    など 

●今後も待機児童ゼロを継続するなど子育て環境の充実と、児童・生徒の創造性や個性

を生かすための学校教育の充実を図ることが必要 

【取組イメージ】 

・子育て世代への経済的支援の充実  

・保護者のニーズにあった子育て支援サービス 

・英語教育、国際教育の充実         など 

●本市の特色を生かすとともに、まちの安全性や都市基盤の強化、就業環境の充実など

により、魅力ある居住環境の形成を図ることが必要 

【取組イメージ】 

・自然や歴史、国際色豊かな街並みなどの活用 

・安心安全に暮らせるまちづくり 

・交通施設など利便性の向上 

・多様で魅力ある就業環境の整備     など 
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２ 基本目標案 

 

（１）基本目標案の設定 

  総合戦略の基本目標案については、人口ビジョンで示した＜目指すべき将来の方向性＞

を踏まえるとともに、＜国の総合戦略の基本目標＞と同様の視点から、以下の４つの基本

目標案を設定します。 

 

＜目指すべき将来の方向性と基本目標案＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜国の基本目標と三沢市の基本目標案＞ 

 

国の基本目標 三沢市の基本目標案 

地方における安定した雇用を創出する １ 働きたくなるまち 

地方への新しい人の流れをつくる ２ 住みたくなるまち 

若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかな

える 
３ 育てたくなるまち 

時代にあった地域をつくり、安心なくらしを

守るとともに地域と地域を連携する 
４ 自慢したくなるまち 

 

 

(1)若い世代の呼び込みと定住促進 

(2)産業基盤の強化 

(3)子育て環境と学校教育の充実 

(4)魅力ある居住環境の形成 

２ 住みたくなるまち 

１ 働きたくなるまち 

３ 育てたくなるまち 

４ 自慢したくなるまち 

目指すべき将来の方向性 三沢市の基本目標案 
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（２）基本目標案 

   三沢市総合戦略で設定する４つの基本目標案の考え方は以下のとおりとします。 

 

①基本目標案１「働きたくなるまち」 

   第一次産業の振興はもちろん、企業の誘致や地場産業の育成をもとに産業の活性化を

図り、域内雇用のさらなる創出を進めます。 

 

②基本目標案２「住みたくなるまち」 

   三沢市への移住・定住、交流人口の増加を図り、まちの賑わいを生み出す施策を展開

することで、居住者・移住者の両者にとって住みよいまちを目指します。 

 

③基本目標案３「育てたくなるまち」 

   三沢市の未来を担う子どもや子育て世代に対し、結婚・出産・子育てはもちろん、教

育や男女共同参画に関する施策を展開します。 

 

④基本目標案４「自慢したくなるまち」 

   国際色豊かな街並みや国内有数の航空施設の立地など、特色ある三沢市に、市民一人

一人が誇りと愛着をもち、自慢したくなるようなまちを目指します。 
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３ 基本的な考え方 

 

  基本目標に基づき、今後５か年に実施する総合戦略の内容は、２点の基本的な考え方を

踏まえて検討します。 

 

（１）政策５原則を踏まえる 

   国の総合戦略に示された以下の「政策５原則」を踏まえた総合戦略とします。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）三沢市らしさを生かす 

   豊かな自然・歴史・文化的な背景に加え、他の自治体には見られない全国有数の航空

施設の立地や、国際色豊かな街並みとこれまでに醸成されてきた国際化の機運など、三

沢市らしさを生かした内容とします。 

 

  

①自立性 

・一過性の対症療法的なものにとどまらず、構造的な問題に対処し、行政・民間事

業者・個人等の自立につながるようにします。 

②将来性 

・地方が自主的かつ主体的に、夢を持って前向きに取り組むことを支援する施策に

重点を置きます。 

③地域性 

・客観的データに基づき実状分析や将来予測を行い、三沢市版の総合戦略を策定・

推進します。 

④直接性 

・限られた財源や時間の中で最大限の成果をあげるため、ひと・しごとの創出とま

ちづくりを直接的に支援する施策を集中的に実施します。 

⑤結果重視 

・明確なＰＤＣＡサイクルの下に、短期・中期の具体的な数値目標を設定し、政策

効果を客観的な指標により検証し、改善等を行います。 
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４ 総合戦略の構成 

  三沢市総合戦略の４つの基本目標と、基本的方向及び具体的政策の構成は以下のとおりで

す。 

 

基本目標案 基本的方向 具体的施策 

1.働きたくなるまち 1-1 企業誘致と雇用創出 1-1-1 企業の誘致 

1-1-2 地元企業への支援 

1-1-3 起業の支援 

1-2 農水産業の振興 1-2-1 農業の振興 

1-2-2 水産業の振興 

1-2-3 地産販売の促進 

1-3 商業の振興 1-3-1 地域性のある商業振興 

1-3-2 中心市街地の活性化 

2.住みたくなるまち 2-1 移住・定住の促進 2-1-1 魅力ある住環境の提供 

2-1-2 移住・定住情報の発信 

2-2 交通網の充実 2-2-1 高速交通網の充実 

2-2-2 地域公共交通機能の充実 

2-3 観光の振興 2-3-1 観光誘客による交流人口の拡大  

2-4 健康づくりの推進 2-4-1 健康づくりの推進 

2-4-2 高齢者福祉の充実 

3.育てたくなるまち 

 

3-1 結婚・出産・子育てへの支援 3-1-1 結婚への支援 

3-1-2 妊娠・出産への支援 

3-1-3 子育てへの支援 

3-2 学校教育の充実 3-2-1 生きる力を育む学校教育の推進 

3-2-2 学校教育指導の充実 

3-3 男女共同参画社会の確立 3-3-1 男女共同参画の意識の醸成 

3-3-2 女性の社会参画の促進 

4.自慢したくなる 

まち  

4-1 国際化の推進 4-1-1 国際交流の推進 

4-1-2 グローバル人材の育成推進 

4-2 文化・スポーツの振興 4-2-1 文化の振興  

4-2-2 スポーツの振興  

4-3 防災体制の充実 4-3-1 災害への即応体制の整備  

4-3-2 防災設備等の充実 

4-4 市民が輝くまちづくり 4-4-1 地域活動の活性化 
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５ 政策パッケージ 

（１）基本目標案１「働きたくなるまち」 

� 第一次産業の振興はもちろん、企業の誘致や地場産業の育成をもとに産業の活性化

を図り、三沢市における雇用を創出し、市民へ経済的な潤いを提供する施策を展開

します。 

【数値目標】 

項目 基準値 目標値 

従業者数 
14,226 人 

（H24） 

15,600 人 

（H30） 

 

【基本的方向①】 

1-1 企業誘致と雇用創出 

� 県内他市町村に比べ、三沢市の有する気候や地形、アクセスなどの環境的優位性は、

企業誘致にとって大きな強みであることから、さらなるＰＲを推進します。 

� 企業にとって魅力的な環境や市独自の優遇制度によって戦略的な企業誘致を進め、

地域産業の持続的な発展、雇用の維持や確保を図ります。 

� 各種のスキルアップなどにより、企業が求める人材の育成を推進し、地域産業への

人材基盤の強化を図るとともに、新たな産業に挑戦する起業家への支援を行います。 

 

【具体的施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

 1-1-1 企業の誘致 

� 地域の特性を活かした産業の創造を目指し、長期的な地域の産業振興、それによる

地域雇用の促進を目指した誘致活動を行います。 

� 企業にとって魅力のある地域を目指し、優遇措置の充実や希望に応じた工業団地の

整備を行うとともに、ホームページやパンフレットなどにより、企業に対して積極

的な情報提供を行います。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

誘致企業数 
16 社 

(H26) 

20 社 

(H31) 

誘致企業従業員数 
1,653 人 

(H26) 

1,744 人 

(H31) 

（想定される事業） 

� 優遇制度を活用した企業誘致推進事業 

� 市内工業団地の「あおもり生業づくり復興特区」認定による税の優遇措置のＰＲ 

� 航空機産業・炭素繊維リサイクル関連産業誘致 

 

1-1-2 人材育成及び経営支援 
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� 既存の産業に加え、特に新たな取組を行う地域産業の活性化を目指し、各種事業へ

の支援を実施します。 

� 人材育成による地域の産業基盤の強化や地元企業との連携により、雇用創出に努め

ます。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

企業支援セミナーの参加人数 
67 人 

(H26) 

114 人 

(H31) 

市融資制度の利用企業数 
61 社 

(H26) 

65 社 

(H31) 

（想定される事業） 

� 就労者に対する学習機会の提供支援 

� 各種保証制度による経営の安定化 

 

1-1-3 起業の支援 

� 新規創業支援や事業拡大のための実践的な育成事業を実施し、起業への充実したサ

ポートを実施します。 

� 新規起業者が各種の支援制度を利用できるように、相談体制などを継続的に整備し

ます。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

新規起業者数 
31 人 

(H26)  

40 人 

(H31) 

（想定される事業） 

� 新産業創造支援センターの活用による起業・創業支援 

� 空き店舗リフォーム補助金 

� 6 次産業化に対する起業化支援事業 

 

【基本的方向②】 

1-2 農水産業の振興 

� 新規就農者の発掘・育成を支援しつつ、既存の農業者に対しては認定農業者への認

定、地域の営農組織の育成を行い、豊かで持続可能な、特色ある地域農業の振興を

目指します。 

� 農畜産物の生産体制の整備、高品質化及びブランド化を行うことにより、販路・消

費の拡大を図ります。 

� 水産業に関しても、担い手の育成、経営支援を行い、新たな流通体制の構築などに

よって経営の効率化・安定化を図るとともに、資源を管理し、つくり育てる漁業の

定着を継続して進め、担い手にとって魅力ある環境の整備に努めます。 

� さらに、新たな水産物のブランド化に取り組むことで付加価値の向上や消費の拡大

を図り、漁業者の安定経営を推進します。 
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【具体的施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

1-2-1 農業の振興 

� 安定的な経営を推進するため、認定農業者数の増加を図るとともに、育成のための

各種支援を行います。 

� 地域の畜産業振興のため、担い手の育成や酪農ヘルパーなどの有効活用により、安

定した経営の支援を行います。 

� 優良農地の維持・確保及び農地の遊休化防止に努めるとともに、農業経営の安定と

強化を支援するため、農地の利用集積事業の推進を図ります。また、農業者年金事

業を通じて農業者の老後の生活安定と魅力ある農業を支援するとともに、農家・農

業の若返りを推進します。 

   

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

農家人口 
3,072 人 

(H26) 

3,072 人 

(H31) 

新規就農者数 
8 人 

(H26) 

8 人 

(H31) 

自衛防疫頭数 
4,400 頭 

(H26) 

4,500 頭 

(H31) 

（想定される事業） 

� 農地バンク、青年就農給付金の推進 

� アグリハローワークの活動推進 

� 酪農ヘルパー導入助成事業 

� 畜産基盤整備事業 

 

1-2-2 水産業の振興 

� 地元産水産物については、各種団体と連携しつつ、ブランド化などによる付加価値

の向上を図るとともに、流通経路の見直しなどにより消費拡大を図ります。 

� 産地や生産者の情報提供など、消費者が安心して購入できるよう、時代に対応した

販売・出荷体制の整備に努めます。 

� 各種イベントにおいて水産資源のＰＲを行い、地産地消や消費の拡大を促進します。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

漁業経営体数 
62 団体 

(H26) 

67 団体 

(H31) 

青年漁業従事者数 
19 人 

(H26) 

26 人 

(H31) 

（想定される事業） 

� 魚市場衛生管理の促進 
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� 浜の活力再生プランの推進 

 

1-2-3 地産販売の促進 

� 地域産業と効果的に連携・連動した、地域産物の総合的な販売ルートの形成を目指

します。 

� 三沢市の特色を活かした特産品等の開発を支援するとともに、関連団体との連携や

各種イベントを通じた総合的なＰＲなどに努めます。 

� 三沢市農産物加工施設を活用し、地元産食材を活用した特産品の開発に取り組みま

す。 

� 三沢市の特産品の域内消費拡大を図るとともに、ブランド化の推進につなげていき

ます。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

ご当地グルメ参加店 
60 店 

（H26） 

63 店 

（H31） 

地産地消フェア入込数 
3,200 人 

（H26） 

4,500 人 

（H31） 

（想定される事業） 

� 関係団体との連携及び各種イベントを通じた、地域産品のＰＲ 

� 特産品開発促進補助金 

� 農産物加工施設の活用等による 6次産業化の促進 

� 三沢ブランドの創出 

 

【基本的方向③】 

1-3 商業の振興 

� 少子高齢化や変化を続ける時代のニーズに対応し、地域特性を活かした魅力ある商

店街づくりを目指すとともに、他分野との連携による活性化施策を推進します。 

� 個店の魅力を活かし、大型店等との相乗的な発展を目指すとともに、消費者ニーズ

を捉えた施策を促すことにより、市の商業全体の活性化を図ります。 

 

【具体的施策と重要業績評価指標】 

1-3-1 地域性のある商業振興 

� 既存事業者、後継者や新規事業者を育成するため、市商工会との連携を強化し、経

営診断、アドバイスなどの各種相談体制の強化により、時代の変化に柔軟に対応す

る経営感覚を持った事業者の育成を支援します。 

� 国際的な地域性を活かした商品提供や事業の支援、スキルアップ研修などを行い、

総合的な商業の振興に努めます。 

� 商業力の強化のため、出店補助などの商店街の空き店舗対策を進めます。 

� 新規事業者に対しての初期経費などについての支援を行います。 
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

商業の振興に対する市民満足度 
26.1% 

(H26) 

30.0% 

(H28) 

経営改善普及講習会参加人数 
632 人 

(H26) 

650 人 

(H31) 

（想定される事業） 

� 地域活性化イベントの開催への支援 

� 三沢市インターネットモニター制度と空街カードの連携による消費喚起事業 

� 企業の育成を目的とした融資制度 

� 経営改善普及講習会の開催への支援 

 

1-3-2 中心市街地の活性化 

� 地域性のある商品の提供や空き店舗への入店についての呼びかけを広く行い、中心

市街地の賑わいを取り戻す取組を行います。 

� 中心市街地の中核施設であるスカイプラザミサワと連携し、中心市街地の活性化を

支援します。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

中心市街地空き店舗率 
22.1% 

(H26) 

17.6% 

(H31) 

中心市街地活性化に対する 

市民満足度 

19.9% 

(H26) 

23.3% 

(H28) 

（想定される事業） 

� 空き店舗リフォーム補助金 

� 地域づくり団体等による中心市街地での事業開催への支援 
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（２）基本目標案２「住みたくなるまち」 

� 三沢市への移住・定住、交流人口の増加を図り、まちの賑わいを生み出す施策を展

開します。 

【数値目標】 

項目 基準値 目標値 

社会増減数 
△445 人 

（H26） 

△356 人 

（H31） 

 

【基本的方向①】 

2-1 移住・定住の促進 

� 周辺環境と調和した良好な居住環境の整備を図り、三沢市への移住・定住人口の増

加を図ります。 

  

【具体的施策と需要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

  2-1-1 魅力ある住環境の提供 

� 移住・定住化促進のための各種事業を実施します。 

� 三沢市への移住や定住を希望する方の住宅建築費用などに対し、経済的な支援を行

います。 

� 住宅の安全対策を推進し、良質な住宅の建築を促進します。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

市外からの移住者のうち 

移住・定住促進支援事業適用件数 

― 

（H26） 

延べ 85 件 

（H31） 

 （想定される事業） 

� 移住・定住促進支援事業（住宅取得補助金） 

� 既存住宅流通促進事業（空き家対策等） 

� ニュータウン整備事業 

� 市営住宅の建て替え促進 

 

 2-1-2 移住・定住情報の発信 

� 三沢市の暮らしやすさに関する様々な情報を広く発信し、移住・定住希望者の増加

を図ります。 

� 移住・定住相談窓口体制を整備し、希望者のニーズに応えます。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

移住・定住相談窓口体制の整備 
― 

(H26) 

継続 

(H31) 

移住相談件数 
2 件 

(H26) 

12 件 

(H31) 
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（想定される事業） 

� 移住・定住促進等相談事業 

� 全国移住ナビを活用した情報発信 

� 青森県が開催する移住相談等を活用したＰＲ 

� シティプロモーションの推進 

 

【基本的方向②】 

2-2 交通網の充実 

� 航空、鉄道及びバスなど公共交通の充実とともに、乗継についての利便性の向上及

び各種機関とのネットワーク強化により、地域住民はもとより、来訪者が利用しや

すい地域公共交通網の確立を図ります。 

 

【具体的施策と需要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

2-2-1 高速交通網の充実 

� 三沢空港発着便数の維持・拡充に努めるとともに、三沢空港の利用促進及び活性化

を図り、空港を起点とした地域振興を推進します。 

� 青い森鉄道のダイヤの維持・拡充に努め、旅客数の増加に努めます。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

三沢空港乗降客数 
238,252 人 

(H26) 

312,000 人 

(H31) 

（想定される事業） 

� 三沢空港の利便性向上 

� 三沢空港を起点とした地域振興 

� 三沢飛行場第二滑走路早期着工に向けての取り組み強化 

� 三沢空港・三沢駅からの二次交通の強化 

� 青い森鉄道三沢駅周辺整備による交通結節点強化 

 

2-2-2 地域公共交通機能の充実 

� 路線バスの運行支援に努めるとともに、コミュニティバスについては地域ニーズに

対応したダイヤ等の改善を図り、さらなる利便性の向上に取り組みます。 

� 青い森鉄道やバス利用者の利便性の向上を図るため、交通結節機能の強化など、三

沢駅周辺の整備を進めます。 

� 過度な自動車依存から公共交通などの多様な交通手段への転換を促すため、市民や

企業に対し環境などに配慮した交通行動を呼びかけるモビリティマネジメントを推

進します。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

コミュニティバス利用者数 
124,844 人 

(H26) 

130,000 人 

(H31) 
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（想定される事業） 

� コミュニティバスの利便性向上 

� 交通網形成計画に基づく地域公共交通の改善 

 

 【基本的方向③】 

2-3 観光の振興 

� 三沢市の既存の観光資源の磨き上げを図るとともに、新たな観光資源の創出を図り、

総合的な観光施策を展開します。 

� また、市内に点在する観光資源とまちなか観光との連動や周辺観光地と連携を図る

なかで、体験型・滞在型観光を推進します。 

 

【具体的施策と需要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

2-3-1 観光誘客による交流人口の拡大 

� 地域の様々な観光資源を発掘するとともに、地域の人材を積極的に活用し、市民と

協働で観光資源の育成に努めます。 

� 既存の観光資源を磨き上げ、その魅力の再発信に努めるとともに、外国人にも配慮

した観光施策を行います。 

� 市観光協会との連携を図るとともに、市民との協働により、より効果的で魅力的な

観光情報の発信に努めます。 

� 市町村の枠にとらわれない広域的な観光ルートを開発し、交流人口の増加を図りま

す。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

市内観光施設利用者数 
1,124,885 人 

(H26) 

1,259,900 人 

(H31) 

広域観光周遊ルートの開発件数 
― 

(H26) 

1 件 

(H31) 

（想定される事業） 

� 体験型・滞在型観光施策の推進 

� 市内無料観光バスの運行 

� 観光分野に対する起業化支援事業 

� Ｗｉ-Ｆｉ環境の整備 

� 標識等の多言語表記 

 

【基本的方向④】 

2-4 健康づくりの推進 

� 自分の健康は自分でつくる視点から、誰もが気軽に継続して健康づくりに取り組む

ための情報の提供に努めます。 

� 各種の保健指導を実施し、疾病の早期発見や早期治療の推進、生活習慣病の予防・
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改善に取り組みます。 

 

【具体的施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

2-4-1 健康づくりの推進（三沢市健康都市宣言） 

� 平均寿命が全国平均を下回る現状を改善するため、「第 2 次健康みさわ 21 計画」に

基づき、健康づくりを推進します。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

がん検診受診率 
21.1%～29.7% 

 (H26) 

40.0～50.0％ 

(H31) 

運動習慣のある人の割合 
47.0% 

(H26) 

60.0％ 

(H31) 

食塩摂取量 
10.8g 

(H26) 

10.0g 

(H31) 

（想定される事業） 

� 「地域がん診療連携拠点病院」である市立三沢病院と連携し、PET-CT スキャンな

ど高度な医療機器を活用した、がん対策をはじめとする各種検診事業 

� 各種予防接種事業 

� 食生活改善推進事業 

 

2-4-2 高齢者福祉の充実  

� 認知症に対する理解、啓発及び適切なケアを推進します。 

� 高齢者の活躍の場の確保、生きがいづくり等の機会提供や社会参加への支援に努め

ます。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

認知症サポーター養成数 
600 人 

 (H26) 

1,200 人 

(H31) 

生きがいづくり活動参加者数 
6,700 人 

(H26) 

6,800 人 

(H31) 

（想定される事業）  

� 認知症サポーター養成講座 

� ほのぼの交流協力員事業 

� 地域きずな支え合い事業 

� 老人クラブ補助金 
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（３）基本目標案３「育てたくなるまち」 

� 三沢市の未来を担う子どもや子育て世代に対し、結婚・出産・子育てはもちろん、

教育や男女共同参画に関する施策を展開します。 

【数値目標】 

項目 基準値 目標値 

合計特殊出生率 
1.79 

（H26） 

1.91 

（H31） 

 

【基本的方向①】 

3-1 結婚・出産・子育てへの支援 

� 三沢市子ども・子育て支援事業計画の推進を図り、時代のニーズに応じた子育て支

援策や子育て環境の整備を進め、誰もが安心して妊娠・出産し、子育てができる環

境づくりに努めます。 

 

 【具体的施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

3-1-1 結婚への支援 

� 各種イベント等により出会いの場を提供し、結婚を見据えた若者の交流を支援する

とともに、結婚観の醸成を図ります。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

婚姻数 
298 件 

(H25) 

320 件 

(H31) 

（想定される事業） 

� 青森県と協力した出会いの場の情報提供事業 

 

3-1-2 妊娠・出産への支援 

� 安全で安心な妊娠・出産を支援する環境づくりに向け、医師の確保、妊産婦に対す

る健康診断や育児支援などの体制整備に努めます。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

出生率 
10.0% 

(H26) 

10.0% 

(H31) 

（想定される事業） 

� 妊産婦・新生児訪問事業 

� 妊婦健康診査事業 

� 妊婦歯科健康診査事業 

� 成人の風しん抗体検査・予防接種助成事業 
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3-1-3 子育てへの支援 

� 保護者のニーズに沿った、病児・病後児保育や休日保育等の様々な保育サービスの

普及に努めます。 

� 子育てに関する相談や情報提供など、子育て支援サービスの充実を図ります。 

� 就学児童の放課後児童クラブ等の充実を図り、児童の健全育成を図ります。 

� 保育所・幼稚園・集会施設などを活用し、子育て支援の拠点づくりを行います。 

� 世代間交流などの多様な機会を通して、地域全体で子どもを育てる体制の整備を図

ります。 

� 虐待発生防止のため、相談体制を強化します。また、早期発見・早期対応のため、

関係機関との連携を強化し、適切な対応に努めます。 

� 保育料の軽減やこども医療費の助成など、子育て世帯への経済的支援の充実に努め

ます。 

� 母子自立支援員による自立支援・指導を行うとともに、経済的自立に向けた就労支

援やひとり親家庭などの様々な事情に応じた子育てに関する相談・指導・支援の充

実を図ります。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

子育てをしやすいまちと感じてい

る市民の割合 

50.0% 

(H27)  

60.0% 

(H28) 

ファミリー・サポートセンターの

利用者数 

642 人 

(H26)  

1,000 人 

(H31) 

（想定される事業 ※子ども・子育て支援事業計画の推進） 

� 乳幼児健康診査・健康相談等の充実 

� 子育て支援の拠点整備（（仮称）子ども館整備事業） 

� 三沢市子育て支援サイト「子育てナビ」の開設・活用 

� 特別保育の推進 

� 乳幼児保育・特別保育の促進 

� 地域子育て支援センター事業 

� ファミリー・サポートセンター事業 

� 子育てサロン 

� 子ども医療費助成拡充の検討 

� 地産地消でわんぱく家族米支給事業 

 

【基本的方向②】 

3-2 学校教育の充実 

� 児童・生徒が生きる力、創造性や個性を生かし、将来、社会のなかで自立して豊か

な人生を送られるよう、確かな学力、豊かな心、健康で活力のある体の育成を目指

した学校教育の充実を図ります。 

� また、環境教育などの体験活動によって地域の理解を進めるとともに、人間性と社
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会性を育む教育を推進します。 

� さらに、子どもの健やかな育成を支援するため、家庭・地域・学校・行政の連携を

強めるとともに、関係機関と協力し、地域の教育力の総合的な向上を目指します。 

 

【具体的施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

3-2-1 生きる力を育む学校教育の推進 

� 基礎的な知識や技能の習得と、それを生かして課題を解決する思考力・判断力・表

現力の育成を目指します。また、児童・生徒一人ひとりが確かな学力を身に付ける

教育を推進します。 

� 豊かな人間性を育むため、道徳教育を推進するとともに、将来に向けての健康な体

づくりを行うため、健康についての正しい知識を身に付ける保健教育の充実に努め

ます。 

� 児童・生徒が将来、様々な課題に柔軟かつ、たくましく対応し、社会人として自立

していけるよう、関係団体との連携を密にして、生きる力を育むキャリア教育を推

進します。また、事件・事故から身を守る安全教育を継続的に実施するだけではな

く、防災教育についても重点的に取り組みます。 

� 市内小中学校で実施されている外国語教育の一層の充実を図るとともに、学習内容

を生かせる環境を整備します。 

� 障がいのある児童・生徒に対しても、個々の可能性を伸ばし、将来的に社会参加が

できるよう、様々な団体と協力して特別支援教育の充実を図ります。 

� 幼・保・小・中の連携、また、家庭・地域・学校・行政の連携により、地域の教育

力の向上を図ります。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

小学生・中学生が充実した教育を受け

ていると感じる市民の割合 

69.3% 

(H26)  

70.0% 

(H28) 

ＡＥＴによる英語活動科の授業を「楽

しい」と答える児童の割合 

95.4% 

(H26)  

97.0% 

(H28) 

（想定される事業） 

� 国際理解教育推進事業 

� 小学校ＡＥＴ派遣事業・中学校ＡＬＴ派遣事業 

� ゆめ実現推進事業 

� 国際交流サロン 

� 教育支援・特別支援事業 

 

3-2-2 学校教育指導の充実 

� いじめや不登校をはじめとして、児童・生徒が抱える様々な課題については、学校

側が的確に分析、把握するように努めます。また課題解決やケアには、学校や関係

機関が、それぞれに共通認識を持ち、連携した取組を進めます。 
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� 児童・生徒の確かな学力向上のため、実情に合った教育課程の編成や個々に応じた

指導を行うとともに、学習に対して興味・関心を持ち、意欲的に学べる教育体制の

充実を図ります。 

� 教職員の資質向上のため、研修等の充実を図り、時代に対応した教育を行えるよう

努めます。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

青森県学習状況調査の県平均正答

率との差（小 5・4教科） 

△3.2 点 

(H26)  

3.5 点 

(H31) 

青森県学習状況調査の県平均正答

率との差（小 2・5教科） 

△0.3 点 

(H26) 

4.3 点 

(H31) 

（想定される事業） 

� 教職員の指導力及び資質の向上 

� 児童・生徒の基礎的な知識や技能の取得や思考力・判断力・表現力等の育成 

 

【基本的方向③】 

3-3 男女共同参画社会の確立(第 2次みさわハーモニープランの推進) 

� 職場、学校、地域など、あらゆる分野で性別にとらわれることなく、男女が対等な

パートナーとして社会に参画し、自立的な生活を営むことで、将来にわたって安心

して暮らすことのできる、男女共同参画社会の実現を目指します。 

 

【具体的施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

3-3-1 男女共同参画の意識の醸成 

� セミナーや講座等を通じて市民の男女共同参画に関する意識の啓発と人材育成に取

り組みます。 

� 仕事と家庭の両立が図られるよう、男女が共に働きやすい環境づくりの推進に努め

ます。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

男女共同参画を目的に活動している

市民活動団体数 

5 団体 

(H26) 

10 団体 

(H31) 

（想定される事業） 

� 男女共同参画講演会の開催 

� 学校における男女共同参画教育の実施 

 

3-3-2 女性の社会参画の促進 

� 市の政策や様々な方針決定の場における女性の参画を促進するため、市が設置する

審議会等への積極的な女性の登用を図ります。 

� 職場や家庭での男女共同参画の促進に向け、男女雇用機会均等法や育児・介護休業

法の周知を図ります。 
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 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

女性の就業率 
58.2% 

(H22) 

65.0% 

(H31) 

（想定される事業） 

� 男性向け男女共同参画講演会の開催 

� 産休後の仕事復帰に対する支援 

  



90 

（４）基本目標案４「自慢したくなるまち」 

� 国際色豊かな街並みや国内有数の航空施設の立地など、特色ある条件をいかし、多

様な施策を展開します。 

【数値目標】 

項目 基準値 目標値 

市民満足度調査において、 

「三沢が住みやすいまちだと思

う」割合 

78.4% 

（H26） 

79.0% 

（H28） 

 

【基本的方向①】 

4-1 国際化の推進 

� 英語を中心とした外国語教育に一層磨きをかけるとともに、国際社会に対応できる

人材の育成に努めます。 

� また、長年にわたり交流のある海外都市交流を伸展させ、参加者のみならず、すべ

ての市民がより一層身近に交流を感じられる事業の展開に努めます。 

� さらに、地域で共に暮らす外国人の方々に対しては、情報の発信を積極的に行いま

す。 

 

 【具体的施策と重要業績評価指標（ＫPI）】 

4-1-1 国際交流の推進 

� 米軍三沢基地との交流では、相互のニーズを明らかにし、時代のニーズに対応した

文化、スポーツなどの交流を推進します。また、異文化体験の機会を積極的かつ継

続的に提供し、国際的なまちづくりを推進します。 

� 市内の国際交流団体の活動を支援するとともに、周辺市町村で活動している国際交

流団体と連携し、既存の国際事業の活性化に向けた体制づくりを推進します。 

� 市の国際的要素を醸成させるため、観光、商業及び都市整備部門との連携を密にし、

市の更なる国際的な発展を目指します。 

� 外国の文化を理解するとともに、自国の文化を紹介し、多文化共生のもと国際的感

覚を身に付けていきます。 

� 姉妹都市を締結しているウェナッチ市、東ウェナッチ市とは、時代に対応した効果

的な交流を実施します。加えて、市内中学生と台湾台北市との間で行う国際交流事

業の支援に努めます。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

国際交流活動への市民参加の割合 
7.7% 

(H26) 

23.0% 

(H31) 

（想定される事業） 

� 国際交流教育センターの国際交流・英語教育拠点としての機能強化 

� 国際交流団体との連携による国際交流（語学・イベント・海外交流）事業の展開 
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4-1-2 グローバル人材の育成推進 

� 語学教育については、これまで学習してきた成果をネイティブスピーカーと話せる

よう、実践的な会話の場の創出に努め、幅広く国際的感覚を有した人材を育成しま

す。 

� 国際社会で活躍できる人材の育成は、市のみならず、国内でも重要な課題です。市

の特性である国際的地盤や国際交流教育センターを活用し、国際教育の拠点として

社会に貢献する豊かな人間形成を行います。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

語学講座参加者数 
1,278 人 

(H26) 

1,850 人 

(H31) 

（想定される事業） 

� イングリッシュキャンプ（中学生） 

� ウェナッチバレー大使派遣事業(中学生) 

� ウェナッチバレーカレッジ英語研修派遣事業(高校生) 

� あおもりグローバルアカデミー事業(大学生・社会人) 

� 三沢基地内大学の就学推進 

� 小学校ＡＥＴ派遣事業・中学校ＡＬＴ派遣事業 

� 国際交流教育センターの国際交流・英語教育拠点としての機能強化 

 

【基本的方向②】 

4-2 文化・スポーツの振興 

� 市民一人一人が多様な芸術文化活動に自発的に参加し、充実した活動を行える環境

創出のため、既存施設の有効活用を進めるとともに活動の情報発信を強化します。 

� 全ての市民が生涯を通してスポーツ活動や運動習慣を持ち、健康で活力ある生活を

送るため、様々な世代に対応した運動機会の提供に努めます。 

 

 【具体的施策】 

4-2-1 文化の振興 

� 文化関係団体の活動を促進し、地域の芸術文化活動を支援します。 

� すぐれた文化活動を表彰し、芸術文化活動を奨励します。 

� 地域に根差した郷土芸能の後継者の育成や保存団体への支援を行い、その保護と活

用を図ります。 

� 観光分野等と連携し、文化活動や郷土芸能を各種メディアで情報発信し、地域文化

の振興を図ります。 
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

少年少女文化優秀賞等受賞者数 
130 人 

(H26) 

130 人 

(H31) 

民俗芸能継承者数 
145 人 

(H26) 

150 人 

(H31) 

芸術・歴史・文化に親しむ市民の

満足度の割合 

54.0% 

(H26) 

57.0% 

(H28) 

（想定される事業） 

� 文化振興事業 

� 各種文化団体への支援 

 

4-2-2 スポーツの振興 

� 多くの市民が運動習慣をもつことができるよう、市内の各スポーツ施設や様々な分

野と連携した事業への支援を行っていきます。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

スポーツに親しむ機会の提供につ

いて満足している市民の割合 

55.8% 

(H26) 

67.7% 

(H28) 

定期的にスポーツを行う市民の 

割合 

28.0% 

(H26) 

34.0% 

(H28) 

（想定される事業） 

� 地域スポーツ活動活性化事業 

� （仮称）国際交流スポーツセンター整備事業 

� 各種スポーツ団体補助金 

 

 【基本的方向③】 

4-3 防災体制の充実 

� 東日本大震災での経験を踏まえ、危機管理体制のさらなる強化・充実を図ります。 

� 地震や火災、風水害等の各種災害から市民の生命、身体、財産を守るため、自助・

共助・公助の連携による減災への取組を推進するとともに、自主防災力の向上にか

かる各種支援体制の構築と防災関係団体の連携強化を図り、災害発生時に被害を最

小限にとどめるための体制づくりに努めます。 

� 災害時における住民への情報伝達手段の整備や食料、燃料をはじめとした生活必需

品の確保などを行い、各種災害に対応できる防災体制の確立に努めます。 

 

 【具体的施策と重要業績指標（ＫＰＩ）】 

4-3-1 災害への即応体制の整備 

� あらゆる災害に迅速かつ適切に対応するために、情報の一元管理と総合的な対応を

行う危機管理体制を構築します。 
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� 危機管理体制を強化するため、職員の危機管理能力の向上やそれらに関連する各種

訓練等を行います。 

� 防災に関する情報提供を行うとともに、実践的な防災訓練や各種防災学習を積極的

に実施し、市民の防災に対する意識の高揚を図ります。 

� 自主防災組織の設立や活動を支援し、地域防災力の向上に努めます。 

� 庁内、関係団体、市民等に対する情報提供体制を確立し、正確な情報を迅速に伝達

できる体制づくりに努めます。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

自主防災組織の組織率 
53.7% 

(H26) 

65.0% 

(H31) 

防災メール登録者数 
5,791 人 

(H26) 

6,200 人 

(H31) 

（想定される事業） 

� 自主防災組織育成事業 

� 三沢市防災メール及び防災行政用無線、ケーブルテレビ等を活用した情報提供体

制の整備 

 

4-3-2 防災設備等の充実 

� 災害時における被災住民のための食料、燃料をはじめとした生活必需品の確保等に

努めます。 

� 市内外における各種団体との災害時協協力協定の締結を推進し、災害時における住

民への支援体制を強化します。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

食料備蓄数 
23,610 食 

(H26) 

37,800 食 

(H31) 

災害時協力協定の締結件数 
29 件 

(H26) 

34 件 

(H31) 

（想定される事業） 

� 避難者支援備蓄事業 

� 災害時の協力体制強化 

� 市役所庁舎自家発電設備導入事業 

 

【基本的方向④】 

4-4 市民が輝くまちづくり 

� 様々な団体が行う活動への支援の充実を図り、地域の活性化を推進するとともに、

情報のより一層の共有化に努め、市民との協働によるまちづくりを目指します。 
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 【具体的施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

4-4-1 地域活動の活性化 

� ボランティアやNPO 等の活動拠点となる市民活動ネットワークセンターみさわを活

用し、市民活動団体の活性化や市民参加の裾野の拡大、また、まちづくり活動に携

わる人々の交流・連携拠点の充実に努めます。 

� 市民との協働でまちづくりが展開されるよう、NPO や市民活動団体等との連携強化

を図り、相互理解に努めます。 

� 市民活動を始めたい人への支援、活動のきっかけづくりの事業や機会の提供を行う

ことで、市民活動に取り組みやすい環境を整備します。 

� 各町内会及び市連合町内会等と連携し、コミュニティ活動の基礎となる町内会への

加入促進を積極的に推進します 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

町内会加入率 
61.0% 

(H26) 

70.0% 

(H31) 

市民活動団体登録数 
63 団体 

(H26) 

100 団体 

(H31) 

（想定される事業） 

� 協働のまちづくり市民提案事業 

� 地域リーダー育成セミナー 

� 協働のまちづくりに関する講座等 

 


